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平成24年12月４日（火曜日）

午前10時２分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成24年度宮崎県一般会計補正

予算（第２号）

○議案第３号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第４号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第15号 宮崎県鳥獣保護区等の標識の寸

法に関する条例

○議案第17号 みつばち転飼取締条例の一部を

改正する条例

○議案第27号 工事請負契約の変更について

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・宮崎県新エネルギービジョン（素案）の概要

について

・「宮崎県環境計画」に係る取組の概要について

・社団法人宮崎県林業公社の経営状況について

・葉たばこ廃作に伴う支援状況について

・水産資源の利用・管理について

・県産食肉の販売力強化・消費拡大への取組に

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 後 藤 哲 朗

委 員 福 田 作 弥

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 中 野  明

委 員 十 屋 幸 平

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 河 野 哲 也

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 堀 野 誠

環境森林部次長
金 丸 政 保（ 総 括 ）

環境森林部次長
楠 原 謙 一（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 川 野 美奈子

みやざきの森林
那 須 幸 義づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 富 永 宏 文

循環社会推進課長 神 菊 憲 一

自 然 環 境 課 長 佐 藤 浩 一

森 林 経 営 課 長 水 垂 信 一

山村・木材振興課長 河 野 憲 二

み や ざ き ス ギ
武 田 義 昭活 用 推 進 室 長

工 事 検 査 監 山 下 英 一

農政水産部

農 政 水 産 部 長 岡 村 巖

農政水産部次長
緒 方 文 彦（ 総 括 ）

農政水産部次長
宮 川 賢 治（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
那 須 司（ 水 産 担 当 ）

畜 産 ・ 口 蹄 疫
永 山 英 也復 興 対 策 局 長

農 政 企 画 課 長 鈴 木 大 造



-2-

ブ ラ ン ド ・
甲 斐 典 男流 通 対 策 室 長

地域農業推進課長 奥 野 信 利

連 携 推 進 室 長 工 藤 明 也

営 農 支 援 課 長 山 内 年

農業改良対策監 戸 高 憲 幸

消費安全企画監 上 山 伸 二

農 産 園 芸 課 長 加勇田 誠

農 村 計 画 課 長 宮 下 敦 典

畑かん営農推進室長 河 野 善 充

農 村 整 備 課 長 猪 股 敏 雄

水 産 政 策 課 長 成 原 淳 一

漁業・資源管理室長 日向寺 二 郎

漁 村 振 興 課 長 神 田 美喜夫

漁港整備対策監 与 儀 新 二

復興対策推進課長 日 髙 正 裕

畜 産 課 長 押 川 晶

家畜防疫対策室長 西 元 俊 文

工 事 検 査 監 岩 永 修 一

総合農業試験場長 串 間 秀 敏

県立農業大学校長 井 上 裕 一

水 産 試 験 場 長 山 田 卓 郎

畜 産 試 験 場 長 岩 﨑 充 祐

事務局職員出席者

政策調査課主査 藤 村 正

議事課主任主事 野 中 啓 史

○松村委員長 ただいまから環境農林水産常任

委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。日程につきましては、お手元に配付いたし

ました日程（案）のとおり行うこととしてよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時２分休憩

午前10時５分再開

○松村委員長 おはようございます。11月議会

も５日間の一般質問が終わりまして、きょうか

ら委員会審議ということでございます。一般質

問では、今、国民の皆様にも最も関心のある一

つであります宮崎の新エネルギーのあり方とい

うことで、たくさんの一般質問がございました。

環境森林部に対する期待も非常に大きいのでは

ないかと思います。きょうは、付託された議案

について説明を求めるわけですけれども、しっ

かり委員会で効率的にやっていきたいと思いま

す。もう１つ、きょうから国政の選挙がいよい

よ始まりました。外が騒がしくなりますけれど

も、ここに集中して的確にやりたいと思います

ので、どうぞ御協力をよろしくお願い申し上げ

ます。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

それでは、よろしくお願いします。

○堀野環境森林部長 おはようございます。環

境森林部でございます。本日はよろしくお願い

いたします。

お手元に配付しております常任委員会資料の

表紙をごらんください。本日の説明事項は、提

出議案が４件、その他の報告事項が３件であり

ます。

まず、予算議案といたしまして、議案第１号

「平成24年度宮崎県一般会計補正予算」につい
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てであります。これにつきましては、後ほど御

説明いたします。

特別議案といたしまして、１つ目の議案第４

号「宮崎県における事務処理の特例に関する条

例の一部を改正する条例」は、「鳥獣の保護及び

狩猟の適正化に関する法律」等に基づく事務に

ついて、希望する市町村に移譲するため、所要

の改正を行うものであります。

２つ目の議案第15号「宮崎県鳥獣保護区等の

標識の寸法に関する条例」は、「地域の自主性及

び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律」、いわゆる一括

法でございますけれども、この法律によりまし

て施設・公物の設置管理基準が条例委任された

ことに伴いまして、「宮崎県鳥獣保護区等の標識

の寸法に関する条例」を制定するものでありま

す。

３つ目の議案第27号「工事請負契約の変更に

ついて」は、西米良村で施工中であります小川

石打谷線トンネル工事の請負契約の変更につい

てお願いするものであります。

次に、Ⅲのその他の報告事項でございます。

１の宮崎県新エネルギービジョン（素案）の概

要についてでは、１年前倒しをして本年度中に

策定することとしておりますビジョンの概要に

ついて御説明いたします。

２の宮崎県環境計画に係る取り組みの概要に

ついてでは、環境計画に基づきまして平成23年

度に取り組んだ内容について御報告いたします。

３の社団法人宮崎県林業公社の経営状況につ

いてでは、現在、林業公社の事業運営について

は、第３期経営計画―改訂計画でございます

が、この計画に基づきまして、県も一体となっ

て経営改善に努めているところであります。平

成24年度の収支実績及び見込みについて取りま

とめましたので、御説明いたします。

それでは、１ページをお開きください。この

表は、議案第１号に関する歳出予算を課別に集

計したものでございます。今回の補正につきま

しては、一般会計で7,689万2,000円の増額をお

願いしております。これは、６月の梅雨前線に

よる大雨や８月の台風15号により発生した山地

災害を緊急に復旧するものなどであります。こ

の結果、補正後の一般会計予算額は261億3,956

万4,000円となり、補正後の予算総額は、一般会

計と特別会計を合わせまして、267億2,076

万1,000円となります。

次に、２ページをごらんください。平成24年

度繰越明許費補正についてであります。これは、

工法の検討に日時を要したもの、国の予算内示

の関係により工期が不足するなどの理由により

まして、翌年度への繰り越しをお願いするもの

であります。自然環境課と森林経営課の所管す

る事業を合わせまして、28カ所で９億5,750万円

でございます。

３の平成24年度債務負担行為補正についてで

あります。これは、環境管理課の浄化槽適正管

理フォローアップ事業と自然環境課のえびの高

原パトロール事業について、平成25年度までの

債務負担をお願いするものであります。

私からの説明は以上であります。詳細につき

ましては、それぞれの担当課長・室長が御説明

申し上げますので、よろしくお願いいたします。

○富永環境管理課長 環境管理課でございます。

お手元の歳出予算説明資料の23ページをお開

きください。環境管理課の補正額は、一般会計

で82万7,000円の増額であります。補正後の額は

４億9,523万7,000円となります。

それでは、補正内容について御説明いたしま

す。25ページをお開きください。（事項）合併処
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理浄化槽普及促進費82万7,000円の増額でありま

すが、内容につきましては、説明欄の１の浄化

槽適正管理フォローアップ事業であります。こ

の事業につきましては、平成22年度から法定検

査を受けていない浄化槽管理者への啓発を行い、

受検率の向上を図ってきたところであり、今年

度も文書による受検勧奨と電話による問い合わ

せ対応を行っておりますが、より事業効率を高

めるため、再度、文書で啓発、指導を行うもの

であります。補正に係る事業費は、全額、緊急

雇用創出事業臨時特例基金を活用することとし

ております。

環境管理課の説明は以上です。

○佐藤自然環境課長 自然環境課の11月補正に

ついて御説明申し上げます。

歳出予算説明資料、自然環境課のところ、27

ページをお願いいたします。今回の補正予算は、

一般会計で7,606万5,000円の増額補正をお願い

しているところでございます。この結果、自然

環境課の補正後の予算は39億9,004万9,000円と

なります。

それでは、補正内容につきまして、御説明い

たします。29ページをお願いいたします。初め

に、（事項）森林保険事務取扱費でございます

が、55万円の増額をお願いしております。これ

は、森林国営保険の加入拡大を図る経費につき

まして、国の追加内示がなされたことに伴うも

のでございます。

次に、（事項）緊急治山事業費で7,518万円の

増額をお願いするものでございます。これは、

６月の豪雨や台風15号などによる災害の増加に

伴うものでありまして、西米良村の大河内地区

ほか３カ所において、災害関連緊急治山事業と

して谷どめ工などの災害復旧事業を実施するこ

ととしております。

次に、（事項）自然公園事業費33万5,000円の

増額をお願いしております。これは、新燃岳の

警戒範囲縮小に伴いまして開放いたしました県

で管理している登山道の安全確保を図るため、

今年度の補正予算、それから来年度の債務負担

行為によりまして、26年の２月までパトロール

事業によりまして巡視活動を行うものでござい

ます。

続きまして、特別議案について御説明いたし

ます。委員会資料に戻っていただきまして、３

ページをお願いいたします。

○松村委員長 暫時休憩します。

午前10時15分休憩

午前10時15分再開

○松村委員長 委員会を再開します。

○佐藤自然環境課長 申しわけございません。

委員会資料の３ページをお願いいたします。

議案第４号「宮崎県における事務処理の特例に

関する条例の一部を改正する条例」について御

説明いたします。

まず、（１）の「鳥獣の保護及び狩猟の適正化

に関する法律」に係る事務の改正について御説

明いたします。①の改正する理由でございます

けれども、この法律に基づく事務を希望する市

町村に移譲することによりまして、住民の利便

性の向上や事務処理の効率化等を図るものでご

ざいます。次に、②の移譲する事務の内容及び

移譲する市町村につきましては、新旧対照表に

別表２の２がございますけれども、これに規定

する事務、具体的には傷病鳥獣の捕獲許可等の

事務でありますが、今回、高鍋町、美郷町を追

加いたしまして、合わせて19市町村とするもの

であります。また、別表２の３に規定する事務、

具体的には販売禁止鳥獣―ヤマドリでござい
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ますけれども―等の販売許可の事務でありま

すが、今回、三股町、高鍋町、川南町、美郷町

を追加し、合わせて20市町村とするものでござ

います。③の施行期日につきましては、平成25

年４月１日を予定しております。

次に、４ページの（２）「鳥獣の保護及び狩猟

の適正化に関する法律施行規則」に係る事務の

改正についてであります。①の改正する理由に

つきましては、３ページと同様に、住民の利便

性の向上などを図るものでございます。②の移

譲する事務の内容及び移譲市町村につきまして

は、先ほど御説明いたしました３ページの新旧

対照表の２の３の事務を、三股町、高鍋町、川

南町、美郷町に移譲することに伴って発生いた

します事務、具体的には販売許可証の住所等の

変更届け出の受理等の事務につきまして、三股

町、高鍋町、川南町、美郷町を追加するもので

ございます。③の施行期日につきましては、同

じく平成25年４月１日からを予定しておるとこ

ろでございます。

次に、５ページ、議案第15号「宮崎県鳥獣保

護区等の標識の寸法に関する条例」について御

説明いたします。

まず、（１）の制定の理由でありますが、国に

おきまして、「地域の自主性及び自立性を高める

ための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律」、第２次一括法と呼んでおります

けれども、これが公布されまして、「鳥獣の保護

及び狩猟の適正化に関する法律」等が一部改正

されました。この結果、知事が設置する鳥獣保

護区等の標識の寸法に係る基準が県の条例に委

任されましたため、「宮崎県鳥獣保護区等の標識

の寸法に関する条例」を制定するものでござい

ます。

次に、（２）の条例案の概要でございますけれ

ども、知事が設置する鳥獣保護区等―指定猟

法禁止区域、特別保護区、特別保護指定区域等

でございますけれども、この標識の寸法を標識

の区分に応じて定めるものでございます。なお、

条例における標識の寸法につきましては、右ペー

ジに絵を示してありますけれども、環境省令で

規定されている寸法と同じものとしております。

また、（３）の施行期日につきましては、この

標識の寸法は現在既に設置されている標識の寸

法と同様のものであるため、県民への周知期間

を必要としないことから、条例公布の日を予定

しておるところでございます。

自然環境課からは以上でございます。

○水垂森林経営課長 続きまして、森林経営課

から議案第27号「工事請負契約の変更について」

御説明いたします。

常任委員会資料の７ページをごらんください。

山のみち地域づくり交付金事業で整備を進めて

おります小川石打谷線のトンネル工事の請負契

約の変更についてでございます。

まず、（１）の路線の概要でございます。森林

基幹道小川石打谷線は、下のほう、それから８

ページにも位置図をつけておりますが、西米良

村小川集落の県道小川越野尾線を起点としまし

て、ほぼ南に向かい、国道219号につながる総延

長5,800メートル、幅員５メートルの路線でござ

います。ただし、トンネル内の幅員につきまし

ては、離合のしやすさ等を勘案し、6.5メートル

としております。平成17年度に事業着手しまし

て、小川集落側につきましては、トンネル入り

口まで既に完了しております。この路線の目的

としましては、林業の振興はもとよりでありま

すが、小川地区と西米良村中心部を最短で結ぶ

バイパス的な役割も担っております。

次に、（２）のトンネル工事の概要でございま
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す。トンネルの延長は1,126メートルで、掘削の

施工方法は、掘削した部分を素早くコンクリー

トで固めてボルトを岩盤に打ち込むことにより

地山自体の保持力を利用してトンネルを保持す

る、いわゆるナトム工法で施工しております。

掘削は小川集落側から行い、ことし８月に無事

貫通したところでございます。なお、８ページ

の下に断面図を載せておりますが、中央自動車

道で事故のありました天井板のような特殊な換

気施設は設置しておりません。

次に、（３）の工事請負契約の概要についてで

ございます。当初契約金額は18億1,104万円でし

たが、今回、2,610万5,548円増額し、18億3,714

万5,548円への変更を予定しております。契約の

相手方は、旭・矢野・九建特定建設工事共同企

業体であり、契約工期は平成23年３月14日から

平成25年３月25日までとなっております。

（４）の変更理由についてでございます。ト

ンネル掘削で発生する残土の処理につきまして

は、下の位置図に示しておりますとおり、当初

設計ではトンネルの近くで処理することとして

おりましたが、地権者である西米良村が土地の

利用計画を変更しましたことから、具体的に申

し上げますと、西米良村が当該土地を県家畜事

業団の県有種雄牛分散施設の建設用地として提

供することに計画変更しましたことから、残土

の多くを図面の左上に丸で示しております箇所

まで運搬する必要が生じたことにより、増額変

更をお願いするものであります。トンネル工事

につきましては、現在施工中の本体工事が年度

内に終了した後、25年度に舗装工事を、26年度

に照明等の電気工事を行い、トンネル関連工事

の全てを完了する計画としております。また、

トンネル南側の開設工事を別発注で施工してお

りますが、岩盤の風化が進んでいる箇所が多く、

難工事となっております。工法や線形の見直し

などの検討を重ねながら、早期の完成に向けて

取り組んでまいりたいと考えております。

森林経営課からは以上であります。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。議案等について質疑はありませんか。

○徳重委員 環境管理課の浄化槽の適正管理フ

ォローアップ事業ですが、現在の法定検査の利

用率というんですか、パーセントでどの程度いっ

ているものか、教えてください。

○富永環境管理課長 24年10月末現在で22.8％

でございます。

○徳重委員 22％ということは何かおかしいよ

うな気がするんだけど、法定検査率ですよ。

○富永環境管理課長 平成23年度は40.8％でご

ざいましたけれども、今年度は４月から10月ま

でで、現在のところ22.8％の受検率でございま

す。これから、まだ11月、12月と、３月まであ

り、もっと上がりますので、40％台に持ってい

きたいと思っております。

○徳重委員 私はずっとこれを質問してきたつ

もりですが、50％に近い数字だったと記憶して

しています。ちょっと少ないような気がするん

だけど……。

○富永環境管理課長 23年度末で40.8％でござ

います。

○徳重委員 各市町村、どのような状況なのか、

宮崎、都城、できたら資料で欲しいんですが、23

年度、24年度の数字は出ますか。

○富永環境管理課長 23年度でしたら出ますの

で、それは提出できると思います。

○徳重委員 九州管内では一番低いんじゃない

かなという気がしておるんです。もう２年ぐら

い前でも、福岡県、長崎県あたりは70％近くいっ

ていたんじゃないかと思いますが、九州各県の23
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年度でも結構ですが、その率がわかっていたら、

教えてください。

○富永環境管理課長 沖縄を含めて、九州で５

位でございます。

○徳重委員 １番は何県で何％と、ちょっと教

えてみてください。

○富永環境管理課長 一番高いのが長崎県でご

ざいまして、85.1％でございます。

○徳重委員 ２番目は。

○富永環境管理課長 ２番目が佐賀県でござい

まして75.4％、３位が福岡県でございまして64.9

％、それから―しばらくお待ちください。

○松村委員長 暫時休憩します。

午前10時28分休憩

午前10時28分再開

○松村委員長 委員会を再開します。

○富永環境管理課長 申しわけありません。23

年度末はまだ集計ができておりません。今申し

上げた数字は22年度末の数字でございます。

○徳重委員 22年度でも23年度でもそれぞれの

県が、長崎は85、佐賀が75、福岡が65ですね。

それぞれの家庭が、単独浄化槽がかなり多いと

いうことは、はっきりしているわけですから、

基数もわかっているわけです。そして、皆さん

方も努力をされているんだけど、宮崎がどうし

ても半分もいかないというのはおかしいと思う

んです。２分の１というのは、２軒に１軒は法

定検査を受けないと。半分は受けてお金を出す

わけですね。隣近所が出さない、出す、こうい

う状況になっているということに対してどう思

われますか。

○富永環境管理課長 現在、検査率が非常に悪

いということで、検査率をアップするために事

業に取り組んでおりますし、新しいモデル事業

を今考えておりまして、市町村もしくは事業者

と一体となって、地区を定めて、検査率アップ

に取り組んでいこうとしております。

○徳重委員 努力をされているということはわ

かるんですけれども、全国には100％近い県もあ

るわけです。そう考えますときに、大淀川につ

いては、特に宮崎市の皆さんの飲料水になって

いることだし、河川浄化ということをもう少し

真剣に宮崎県は考えなきゃいけないんじゃない

かと、私は、こう思っているんです。この数字

では、努力をしているという結果が出てきてい

ないと私は思っています。私は、３年ぐらい前

からこの問題をいろいろ議論させていただいて、

調査にも行ってまいりましたが、なかなか進ま

ない。とにかく、モデル地区を指定するならば、

それを100％にしていくというような意気込みで

やらないと。努力している、努力しているとい

うような言い方だけでは、結果は絶対伸びない

と思っているんです。どうですか、部長、この

ことについて真面目な真っすぐな答えをいただ

きたいんですけれども。

○堀野環境森林部長 当然、法定検査ですの

で、100％というのを目指すべきだと思っており

ますし、それに向けて一生懸命努力しておりま

す。数字的にも、平成21年が14.2％ですので、

それが４割を超える数字までは何とか持ってこ

れたというふうに思っています。ただ、御指摘

のように、真摯に数字の悪さというのは理解し

て、一生懸命取り組んでいきたいと思っていま

す

○徳重委員 最後にしますが、とにかく、宮崎

県は検査料が3,800幾らかな、一番安いと言われ

ておりますが、それでも10年たったら約５万か

かるわけです。だから、払っている人と払って

いない人と―一遍受けたら、法定検査を受け
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る人は毎年ずっと受けなきゃいけないわけです。

一遍受けられた人はほとんど払っていらっしゃ

ると思うんですが、受けない人はずっと払わな

いわけです。これでは不公平だと思っておりま

すので、ぜひひとつ、とにかくどこか、100％の

ところはこういう形でやりましたというモデル

地区をつくり上げて、全県下に広めていただき

たいと、強く要望しておきたいと思います。

○松村委員長 徳重委員、御要望がありました

各県と各市町村の資料の提出ですが、その資料

を皆さんにも提供していただくということでよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、今、御要望のありま

した受検率、各市町村あるいは各県の資料につ

きましては、既にできているところ、あるいは

今からできるところで結構でございますので、23

年度、22年度の提出をよろしくお願いいたしま

す。

○十屋委員 徳重委員からの質問で、先進的

な100％に近いところと宮崎の差が出たんです

が、法定検査の体制は、先ほど出たところと宮

崎の検査体制はどのように違うのか。

○富永環境管理課長 全国的に見まして、検査

率の高いところは、いわゆる一括契約と申しま

して、保守点検、清掃、法定検査、これを一遍

で契約するという形で取り組んでおりまして、

それで100％近い値が出ているということでござ

います。

○十屋委員 以前から議論になっていたその部

分について、県としても、先ほどちょっと答弁

がありましたように、モデル地域を指定して、

そういう体制の方向性で一応やりたいという考

えと理解したんですけれども、そうした場合に、

環境科学協会との関係、業者との関係はどうい

うふうな形になるんですか。

○富永環境管理課長 当県では、これまでいろ

んな業界と話をしてきましたけれども、一括契

約にすぐ入るのは難しいということになりまし

て、モデル地区ではそれをちょっと緩やかにし

たような形で、環境科学協会を巻き込んでやっ

ていこうというような仕組みで、とりあえず取

り組もうとしております。

○十屋委員 ということは、まだ固まったわけ

ではなくて、これからいろいろ業界の方なり環

境科学協会を交えて議論していくということで

すね。

○富永環境管理課長 そういうことでございま

す。

○十屋委員 であれば、前から議論があるよう

に、できるだけスムーズに100％近くなるように、

それぞれ考え方も持っていらっしゃると思うの

で、そのあたりは十分に、先ほど徳重委員も言

われましたように、100％目指してやっていただ

きたいなと思います。以上です。

○丸山委員 この事業の多くは雇用対策基金と

いうことでよろしいと思っているんですが、な

ぜこの時期にこういう基金を活用するように

なったのか。当初からやってもよかったんじゃ

ないかなと思うんです。11月補正になった理由

を教えてほしいのと、もう１つ、来年度は債務

負担行為までやりますよと言っているんですが、

これは基金から活用するのか、どういう財源を

充てようとしているのかを含めて教えていただ

きたいと思います。

○富永環境管理課長 この事業は全て基金を活

用するものでございます。３月に行いますのは、

これまでのデータがありますので、現在行って

いる事業と、新しい３月から行う事業との引き

継ぎ関係で、引き継ぎ期間を設けているという
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ことでございます。

○松村委員長 もう１つ、当初からやれなかっ

た理由、当初から取り組めなかった理由。

○富永環境管理課長 現在も基金事業でやって

おります。６月から３月まで基金事業で取り組

んでおりまして、その基金事業を延長するとい

う形になります。

○丸山委員 基金事業ということでありますと、

雇用が発生しないといけないと思っているんで

すが、その辺のことはどうなっているのかを改

めて教えていただきたいと思います。

○富永環境管理課長 現在、７名の方を雇用し

ておりまして、その方が３月で切れますので、

新たに２名の方を雇用して、事業を開始したい

と思っております。

○丸山委員 それは環境科学協会のほうで雇用

するということでよろしいんでしょうか。

○富永環境管理課長 委託事業でやりたいと

思っておりますので、そういう形になると思い

ます。

○丸山委員 先ほどから言うとおり、本当に生

かされるお金にならないと、ただ雇用するだけ

じゃなくて、本当に受検率なり上がるためには、

他県がやっている一括契約を民間企業と連携し

てやるのが私は一番いいんじゃないかと。でき

れば本来は民間企業で雇用してもらって、啓発

してもらったほうが、個別、１軒１軒彼らはずっ

と回っていますので、そちらのほうに話をした

ほうがより効率が上がるんじゃないかなと思っ

ているものですから、ただ単に環境科学協会に

丸投げで終わってしまったら何の成果が出るの

かなと心配なんですが、その辺の比較検討とい

いますか―ただ単に環境科学協会に丸投げす

るというだけで考えているんでしょうか。

○富永環境管理課長 環境科学協会に委託する

のは、手紙で啓発するとか、電話で啓発すると

かいう啓発事業でございまして、今考えており

ますモデル事業は、清掃業者、保守点検業者、

それから環境科学協会を巻き込んだ形で、一括

契約みたいな形で取り組んでいこうとしており

ますので、二本立てになります。

○丸山委員 ２名ふやすということですね。２

名ふやして何を―電話とかはがきは、これま

でも多分、今までの人数で足りているんじゃな

いかと思いますけれども、ふやすのは、具体的

には何をふやそうとしているのか、教えていた

だければと思うんですが。

○富永環境管理課長 現在行っております事業

が３月で切れますので、７名の雇用がなくなり

ます。そのために２名雇用して、新しく事業を

また継続するという形になります。

○丸山委員 確認します。７名はもう３月で切

れて、２名しか残らなくなるということでよろ

しいんでしょうか。

○富永環境管理課長 そういうことです。２名

を新たに雇用するということになります。

○丸山委員 債務負担行為もやっていますね。

この720万は２名分しかないということでよろし

いんですか。

○富永環境管理課長 そうでございます。

○徳重委員 もう１つお尋ねします。この予算

ですが、促進事業の予算が去年は３億3,966

万5,000円使っているのに、24年度の今回の補正

後の額を見ると２億3,699万4,000円ですね。約

１億円近く減っているわけです。これで一体や

れるのか。この予算がこんなに減っているとい

うことはどういうことですか。

○富永環境管理課長 この減は、これは市町村

への補助事業を行っておりまして、その分が

約4,000万減っております。これは浄化槽フォ
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ローアップ事業だけではなくて、浄化槽の市町

村補助事業も含んでおります。浄化槽全体の予

算でございまして、普及促進費の中に浄化槽フ

ォローアップ事業が入っているということでご

ざいます。

○徳重委員 これは合併浄化槽のことですね。

今言っている法定検査、これはどの項目になり

ますか。法定検査の費用というのはどこに出て

くるんですか。

○富永環境管理課長 現在行っている事業

は3,066万1,000円でございます。これに３月の82

万7,000円を補正して3,148万8,000円という額に

なるということでございます。フォローアップ

事業でございます。法定検査の受検率をアップ

するために取り組んでいる事業が3,000万という

ことでございます。

○徳重委員 宮崎県環境科学協会に法定検査を

委託していますね。この費用は幾らになってい

ますか。

○富永環境管理課長 法定検査を委託している

わけではなくて、法定検査する機関を指定して

いるということでございます。この委託事業と

いうのは、法定検査を進めるために、受検率を

アップするために環境科学協会に委託して、い

ろんな啓発事業を行ってもらっているという部

分でございます。

○徳重委員 それはわかるんですよ。しかし、

環境科学協会が使っている予算というか、人を

使って、各戸を回って、検査してもらうわけで

しょう。環境科学協会に委託するんじゃないの

かな。違うのかな。

○富永環境管理課長 それは委託ではなくて、

指定検査機関といいまして、浄化槽法でそうい

う法定検査をする機関を指定しなければならな

いとなっていて、それを指定しているわけです。

環境科学協会を指定しまして、環境科学協会が

自主的に回って、3,800円もらって検査をしてい

くということでございます。

○徳重委員 そうしたら、環境科学協会が権限

はないはずですね。法的な権限というのは行政

しかないわけでしょう。指定されたところは環

境科学協会しか今ないでしょう、宮崎県では。

それが各戸の安全点検をしなさいということを

言って回っても、いや、私は入りませんよと言っ

た場合です。それとは違うかな。そういう意味

じゃないかな。

○富永環境管理課長 一応、検査は検査員とい

うことでいらっしゃいまして、その方が各地を

回っていらっしゃいます。検査をしております。

その方とは別に、現在７名ですけれども、７名

の方を雇ってもらって、その方がはがきを出し

たり電話したりして、受検されていない方に対

して啓発をしているということでございます。

○徳重委員 それは理解しているんだけど、法

定検査率を上げるということ、法定検査のこれ

からさらに加入を促進するために相当の金がか

かるわけですね。この７人ではとてもじゃない

が無理だろうなと思っておりますから、まだふ

やす可能性はあるんですか。

○富永環境管理課長 指定検査機関というのは、

浄化槽管理者から依頼を受けて検査するという

ことになります。今、うちが環境科学協会に委

託しているのは、人を雇って、受検されていな

い方に対していろんな形で啓発をしてもらう、

受検率をアップしようということでございます。

そういう事業でございます。ですから、検査と

今やっている啓発とはちょっと違う―切り離

して考えていただいたほうがよろしいかなと思

います。

○十屋委員 森林経営課の工事請負契約の変更
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ですが、契約工期が23年３月から来年の３月25

日までということで、家畜改良事業団が種雄牛

の畜舎か何か建てるんでしょうけれども、これ

はいつ西米良村からの協議があったんですか。

○水垂森林経営課長 西米良村のほうからは、

もともとが設計を組む段階では、当該土地を処

理場として使っていいよということで設計で組

みまして、それで工事を始めたわけでございま

すけれども、工事が始まってから、23年４月に

は変更の申し入れがございました。そのときに

県としましても、種雄牛センター、そういった

ものがつくられるということで、公的な理由が

あるということから県は同意しまして、では代

替地をどこにしようかということで、できるだ

けトンネルの近くで探したんでありますけれど

も、なかなか適地がないということで、先ほど

説明しました、ちょっと遠いんですけれども、

そちらのほうに―そちらのほうも西米良村の

所有地でして、代替地ということで場所を変え

たという次第でございます。

○十屋委員 今のを時系列的に言うと、23年３

月に始まって、23年４月にはすぐ変更の申し出

があったということは、種雄牛のセンターをつ

くるというのは以前からずっと計画があって、

場所的に突然ここに決まったという、そんなイ

メージにしかとれないんですけれども、このセ

ンターを建てるためにはやっぱりそれなりの期

間と経緯や計画があって、どこにするかという

候補地の選定を何カ所かするでしょうから、そ

ういうときに突然、降って湧いたようなことで、

このトンネル工事の残土処理の部分とそっちと

が何かリンクしていない―当然、環境森林部

だけじゃなくて農政水産部もこのセンターに関

しては関係しているので、そのあたりの協議と

か何とかというのは全く情報が交換されなかっ

たということなんですか。

○水垂森林経営課長 畜産関係のところに確認

したんですが、避難させる箇所につきましては、

どこか選定していただきたいということで、西

都市も含めて、西米良とか児湯管内のところに

候補地を出していただきたいということで最初

お話があったらしいんですけれども、そのうち

の１つがここだということで、西米良村としま

しては、私どものほうで、トンネルのズリ置き

場ということで面ができるということから適地

であると、種雄牛センターの適地であるという

ことで推薦したようでございます。

○十屋委員 時系列的に言うと、22年４月に口

蹄疫が発生して、種雄牛は５月ですね、５頭を

避難させたのは。それから逆算して８カ月後で

すね。

○水垂森林経営課長 県有種雄牛の５頭を避難

させましたのはこの箇所じゃございませんで、

あれは西都市でございます。西都市のそれこそ

山の大分奥まったところなんですけれども、そ

この箇所と今回のこのトンネル近くの施設とは

全く距離が離れております。

○十屋委員 なぜ議論するかというと、余りに

も突然ぽっと来たようなことで、当初計画のと

ころで皆さんが進めている部分と家畜改良事業

団、そこのあたりの連携がとれていないのかな

という印象をどうしても受けるものですから、

いろんな計画をした場合には、そういう候補地

も今、探っているよとか、そういう情報があれ

ば、当然そこら辺も頭の中にあってこの計画も

進められるんでしょうが、まあ、こっちのほう

が先に進んでいたんでしょうけれども、そのあ

たりがちょっとあったものですから伺ったとこ

ろでした。後はいいです。

○丸山委員 歳出予算説明資料の29ページの治
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山事業で災害復旧についてお伺いしたいんです

けれども、関連事業でとられたということなん

ですけれども、下の２の、ちょっと小さいんで

すけれども、350万程度、設計監督費を挙げてい

らっしゃるんですが、全体事業費がどれぐらい

あってこの350万幾らという監督費が発生したの

か、お伺いしたいと思っているんです。多

分、7,100万の監督工事費じゃなくて、全体事業

費が幾らだったからこれぐらいの監督工事費が

出てきたんじゃないかなと思っているんですけ

れども、その辺をお伺いしたいと思います。

○佐藤自然環境課長 済みません。ちょっとお

時間いただけますか。

○松村委員長 暫時休憩します。

午前10時53分休憩

午前10時53分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

○佐藤自然環境課長 今度の補正額が7,500万程

度でございますけれども、この５％の率という

ことで指導監督費が挙がっているようでござい

ます。

○丸山委員 ５％は別に監督費を挙げてどこか

委託するということが決まっているということ

ではなくて、どういうシステムになっているの

かなと。勉強不足だと思いますが、その辺を少

し教えていただければと思っているんです

が、350万程度は治山林道協会に委託するとか、

そういうわけでもないわけですか。

○佐藤自然環境課長 治山事業の場合は、流れ

といたしまして、災害は一定の予算を毎年組ん

でいるわけですけれども、通例、その災害の状

況によりまして増額するということがございま

す。昨年度も増額をお願いしているところなん

ですけれども、この設計監督費につきましては、

先ほど申しましたように、４カ所ございますの

で、それぞれに応じて、競争入札制度によって

測量の委託業者を決めるということになると思

います。

○丸山委員 事務費なのかな。

○佐藤自然環境課長 失礼いたしました。県の

事務費です。申しわけございません。

○丸山委員 できれば事務費と書いてもらった

ほうがわかりやすいと思いますね。

あともう１つ、えびの高原パトロール事業で33

万5,000円、これも債務負担行為で来年度400万

程度あるんですが、雇用を多分１人ぐらいなの

かなと思っているんですが、これも緊急雇用対

策事業ですね。具体的には何をやろうとしてい

て―恐らく新燃岳噴火がおさまったから、迷

う人がいないようにということなんでしょうが、

どのような形でやろうとしているのかなと。現

状がこうで、今回追加するのはこういうことを

やりたいんですよというのを教えていただくと

ありがたいんですが。

○佐藤自然環境課長 現状的には、先ほどお話

がありましたように、今まで新燃岳の関係で韓

国岳等の登山道をある程度封鎖しておりました

ので、今回、途中からではございますけれども、

パトロール区域がふえたというのが一つでござ

います。人数につきましては、今、３名雇って

おりますけれども、来年からは２名という枠で

やろうと思っております。

業務の内容といたしましては、例えば登山者

への安全の指導とか、パトロール中に発見した

登山道の軽微な補修、それとか誘導標識といい

ますか、「危険」とか、そういう標識の設置、そ

れから、これは別予算になりますけれども、特

に台風の後なんかに倒木が発生したりというこ

とがございますので、それを発見した場合は、
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別予算の人夫賃を使いまして、それを除去する

というような作業内容になると思っております。

○丸山委員 ここに関しては、恐らく鹿児島県

との連携も必要だというふうに思っているんで

すが、その辺のパトロールに関しての鹿児島と

の連携―鹿児島もやっぱりこういうパトロー

ルを、高千穂河原とかあると思いますので、そ

ういうのは何かやっているんでしょうか。

○佐藤自然環境課長 ちょっと財源はわからな

いんですけれども、鹿児島県のほうは別に予算

を組みまして、あの辺の登山道の管理とか巡視、

トイレの清掃なんかの予算を持っているようで

ございます。

○丸山委員 新燃岳が今のところ落ちついてい

て、できる限り観光にもつなげていきたいとい

うことがあっているんですが、私もちょっと気

になっていますのは、結構軽い気持ちで登山す

る方がふえてきていらっしゃって、その方がも

し事故とか起こしたときに―我々も登ったと

きに、登山口の入り口の名簿に書くんですが、

そういうマナーを全く知らないとか、あったに

しても書けるスペースがないとか、環境省の方

がいらっしゃると思うんですが、あそこの方と

の連絡をどのような形でやっているのかなとい

う非常に心配な面もまだあるものですから、緊

急雇用対策ですので、どれぐらい熟知された方

が本当に来ているんだろうかとか、いろんな心

配な面もあるんですが、その辺を含めて、どの

ような形で連携されているんでしょうか。

○佐藤自然環境課長 まず、熟知をされた人物

かどうかということですけれども、募集をかけ

る際に、自然に興味がある方ということで、な

かなか登山専門の方はいらっしゃいませんので、

その辺は、１カ月間重なっておりますので、引

き継ぎの段階でスムーズに導入できるような形

にしたいと思っております。

それから、連携につきましては、確かにおっ

しゃいますように、登山道から１時間程度です

ぐ登れるということで、特に韓国岳は確かに軽

装―ハイヒールとか、そういう方もいらっしゃ

いますので、その辺も含めた関係で指導してま

いりたいと思っております。それから、環境省

の出先と鹿児島県、それから関連の市町村も含

めまして、連絡会議を持っておりますので、そ

の辺で連携をとりまして、安全や登山道の整備

等も含め、協議しているところでございます。

○松村委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 質疑がないようです。

次に、その他の報告事項に関する説明を求め

ます。

○川野環境森林課長 環境森林課からは２項目

について御報告いたします。

委員会資料の９ページをお開きください。ま

ず、１の宮崎県新エネルギービジョン（素案）

の概要について御説明いたします。

当ビジョンにつきましては、６月の常任委員

会におきまして、骨子案を御報告させていただ

きましたが、その後、県民、事業者へのアンケー

ト調査を行うとともに、策定委員会や関係部局

との検討を行いまして、素案を取りまとめたと

ころでございます。

まず、委員会資料の（１）ビジョン策定の背

景・趣旨でございますが、今回のビジョンの見

直しは、今年度改定予定でありました国の「エ

ネルギー基本計画」の内容を踏まえながら行う

予定としておりましたが、現在、国の計画の改

定が先送りになっている状況でございます。県

としましては、東日本大震災以降の新エネルギー

を取り巻く情勢の変化や、現ビジョンに掲げて
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おります目標値の一部が既に達成されているこ

となどの状況を踏まえまして、今年度中にビジョ

ンの見直しを行うことといたしました。なお、

今後の国の政策の見直し状況などを踏まえまし

て、必要に応じてビジョンの見直しを行ってま

いりたいと考えております。

次の（２）のビジョンの位置づけでございま

すが、宮崎県総合計画や宮崎県環境計画の新エ

ネルギーに関する具体的計画として位置づける

ものでございます。

（３）の計画期間は、平成25年から34年まで

の10年間とするものでありますが、なお、原則

としまして、中間年の29年度に見直しを行うこ

ととしております。

次の（４）以降につきましては、ビジョン素

案の主な項目について要点をまとめて記載して

おりますが、ここからは、別途お配りしており

ます冊子、資料１を使って御説明いたしたいと

思います。資料１、別冊をお願いいたします。

なお、内容の説明につきましては、今回、初

回の説明となりますので、丁寧に御説明させて

いただきたいと思っております。恐れ入ります

が、お時間をいただきますが、あらかじめ御了

承いただきたいと思います。

それでは、冊子の表紙を１枚めくっていただ

きまして、目次をごらんください。まず、第１

章の「基本的事項」でございますが、ただいま

委員会資料で御説明させていただいたところで

ございます。次の第２章「新エネルギーとは」

から第４章「本県の地域特性」までは、時間の

関係がございますので、ここでの説明は省略さ

せていただきます。

それでは、冊子、22ページをお開きいただき

たいと思います。第５章「本県の新エネルギー

の賦存量」でございます。表5.2.1をごらんくだ

さい。2011年度に県で実施しました新エネルギー

の賦存量調査の結果を一覧に取りまとめたもの

でございます。表の合計欄にありますように、

県内の総賦存量の推計値は約36億3,700万ギガ

ジュールとなっておりまして、その内訳は、太

陽光発電・熱利用が95.6％と最も多く、次いで

風力の3.4％、温度差熱の0.5％、バイオマスの0.4

％となっております。

次の23ページから27ページまでは、各エネル

ギーの種別ごとに賦存量の算出方法や分布状況

などについて記載しておりますが、ここでの説

明は省略いたします。

28ページをお開きください。第６章「本県の

新エネルギー導入量」でございます。本県の2010

年度におきます新エネルギーごとの導入量でご

ざいますが、（１）の太陽光発電では、表6.1.1

にありますとおり、住宅・非住宅用の合計で７

万5,061キロワットとなっております。また、そ

の下のグラフにありますように、設備導入量

は、2000年度から2010年度までの10年間で4,631

キロワットから７万5,061キロワットへと、約16

倍に大幅増加しているところでございます。

（２）の太陽熱利用では、次の29ページの

表6.1.2のとおり、熱利用量は、住宅・非住宅合

計で年間３万4,231キロリットルとなっておりま

す。

次の（３）のバイオマス発電でございますが、

表6.1.3のそれぞれの施設ごとの設備導入量の値

に燃料の混焼比率を掛けましてバイオマス相当

分の値を算出し、それらを合計して、表6.1.4の

設備導入量２万5,407キロワットを算出いたしま

した。

また、次の（４）のバイオマス熱利用では、

事業者への聞き取り調査の結果などから熱利用

量を算出しまして、年間１万8,785キロリットル
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となりました。

次の30ページをお開きいただきたいと思いま

す。（５）のバイオマス燃料製造では、同じく事

業者への聞き取り調査結果などから熱利用量を

算出しまして、年間3,541キロリットルとなりま

した。

（６）の小水力発電は、表にあります11カ所

の導入量で合計5,585キロワットとなりました。

（７）の風力発電は、現在稼働している１施

設の導入量で750キロワットとなりました。

また、次の（８）の地熱発電、温度差熱利用、

雪氷熱の導入事例は確認できなかったところで

ございます。

31ページをごらんください。新エネルギーの

自給率であります。（１）の電力使用量に対する

自給率についてでございますが、表6.2.1をごら

んください。2010年度の県内のエネルギー発電

量（Ａ）ですが、太陽光、バイオマス、小水力、

風力発電の合計で年間26万8,177メガワットア

ワーとなり、県内の電力消費量（Ｂ）に対する

割合は2.8％となりました。

また、（２）のエネルギー消費量に対する自給

率でございますが、表6.2.2をごらんくださ

い。2010年度の県内の新エネルギー供給量（Ａ）

は、（１）の表にあります電力26万8,177メガワッ

トアワーを原油換算した値の６万8,982キロリッ

トルに、太陽熱、バイオマス熱、バイオマス燃

料の熱供給量を加えまして、年間12万5,539キロ

リットルとなり、県内のエネルギー消費量（Ｂ）

に対する割合は3.2％となったところでございま

す。

次に、32ページをお開きください。第７章「本

県のこれまでの取組状況と評価」についてでご

ざいます。まず、県のこれまでの取り組みにつ

きましては、（１）の宮崎県新エネルギービジョ

ンを2004年３月に策定しまして、表7.1.1にあり

ます太陽光発電・熱利用などの３つを重点的に

導入を図る新エネルギーと位置づけて、新エネ

ルギーの種別ごとに導入目標値を定め、その導

入促進に取り組んでまいったところでございま

す。

その中で、重点エネルギーである太陽光発電

につきましては、（２）のみやざきソーラーフロ

ンティア構想を2009年３月に策定しまして、

表7.1.2にあります３つの視点から、メガソー

ラーの立地推進や住宅用太陽光発電システムの

普及率の向上などに取り組んできたところでご

ざいます。

34ページをお開きください。（3）の宮崎県木

質バイオマス活用普及指針でございますが、重

点エネルギーであるバイオマスのうち、木質バ

イオマスについての有効活用を図るため、本指

針を2010年３月に策定し、指針に基づいた施策

に取り組んできたところでございます。

次の35ページをごらんください。７－３の取

り組みに対する評価についてであります。現在

のビジョンの目標の達成状況について2010年度

の導入実績で評価を行いました。

次の36ページをお開きください。表7.3.1の新

エネルギーの導入実績と達成状況の総括表をご

らんください。表の中段に小計欄がございます。

これは、現在の新エネルギー法で規定されてい

る新エネルギーの合計値をあらわしております。

まず、発電では、2013年度の目標値45万9,975キ

ロワットに対して、2010年度の実績値は49

万3,103キロワットで、達成率は107％と、既に

目標を達成している状況でございます。これは、

太陽光発電において、国、県などの助成制度に

より住宅用の導入が進み、非住宅用も公共施設

の導入やメガソーラーの設置などが進んだこと
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で達成率が166.8％となったことや、バイオマス

発電において、鶏ふんや木質バイオマス発電施

設の設置などが順調に進んだことで達成率

が132.6％となったことによるものでございま

す。

一方、熱利用は、2013年度の目標値７万6,950

キロリットルに対し、2010年度の実績値は５

万3,016キロリットルで、68.9％の達成率となっ

ております。これは、太陽熱において、太陽光

発電の普及により住宅用への利用が減少し、達

成率が58％となったことによるものであります。

なお、現ビジョン策定時には、新エネルギー

でありましたが、2008年の法改正により現在は

新エネルギーの指定から外されている天然ガス

コージェネレーション、廃棄物発電・熱利用、

クリーンエネルギー自動車の実績を含めた達成

状況では、表の合計欄にありますように、発電

が105.9％、熱利用が73.5％の達成率となってお

ります。

なお、次の37ページから41ページにかけまし

ては、今御説明いたしましたエネルギーの種別

ごとの達成率の状況を記載しておりますが、説

明は省略いたします。

42ページをごらんください。第８章「県民・

事業者の意識調査」についてであります。本調

査は、ビジョン策定の基礎資料とするため、６

月から７月にかけまして実施したものでござい

ます。（４）にありますように、県民2,570名、

事業者700社を対象に調査票を配布し、回収率は、

県民が35.6％、事業所が49％となっております。

44ページをお開きください。調査結果の概要

を表にまとめております。既に利用している新

エネルギーにつきましては、県民は太陽熱利

用25.9％、事業者は太陽光発電9.3％が最も多く

なっております。利用を検討中の新エネルギー

につきましては、県民、事業者とも、太陽光発

電が最も多く、次いで太陽熱利用、バイオマス

熱利用などとなっております。また、今後、県

が進める新エネルギーの取り組みの重要度につ

いては、県民、事業者の約半数が、「災害時に防

災拠点や避難施設となる公共施設に設置」を挙

げております。このほか、調査結果の内容の詳

細につきましては、本日お配りしております冊

子の巻末の資料編に記載しておりますので、説

明は割愛させていただきます。

次に、45ページをごらんください。第９章の

「めざす将来像」であります。新エネルギーは、

地球温暖化の防止や地域産業の振興に貢献し、

災害時のエネルギー源としても期待できるもの

でございます。加えて、その導入には、県民、

事業者、行政などのそれぞれの主体が連携協力

しながら、みずからの役割を果たしていくこと

が大切です。このことから、「環境負荷が小さく、

災害に強く、活力ある社会の実現～県民との協

働によるエネルギーづくり」を本県の目指す将

来像として掲げたところでございます。

次に、47ページをお開きください。第10章の

「重点的に取り組む新エネルギー」でございま

す。本県は、日照環境に恵まれていることや、

全国有数の畜産・林業県であること、降水量が

多いことなど、新エネルギーの資源が大変豊富

です。このため、これらの資源を有効に活用す

るとともに、現在までの取り組み実績や今後の

可能性を踏まえまして、太陽光、バイオマス、

小水力の３つを重点的に取り組む新エネルギー

として位置づけたところでございます。

次に、48ページをお開きください。第11章の

「基本的方向性」でございます。ここでは、目

指す将来像の実現に向けて、３つの項目を施策

の基本的方向性として定めるものでございます。
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まず、１つ目の「低炭素社会の実現」は、地球

温暖化防止への対応を視点としたものでござい

まして、次の「災害に強いエネルギーシステム

の構築」は、災害時などにおける電源確保とい

う観点から新エネルギーの活用に着目したもの

でありまして、これは、東日本大震災の体験を

踏まえて、今回新たにビジョンに加えた方向性

であります。３つ目の「地域振興への貢献」は、

新エネルギーに関連する産業への波及効果など、

地域経済の活性化を視点としたものでございま

す。

49ページをごらんください。第12章では、施

策の基本的方向性を実現するための具体的取り

組みについて記載しております。初めに、１２

－１の低炭素社会の実現についてでございます。

（１）の地域の特性に応じた新エネルギーの導

入では、新エネルギーの種別ごとの取り組み内

容を記載しております。まず、重点的に取り組

む新エネルギーについてであります。１）の太

陽光発電ですが、①の住宅用につきましては、

国などの助成制度により急速に導入が進んでき

たところでございますが、今後も、各種助成制

度の活用を初め、情報提供などの取り組みを推

進し、②の非住宅用につきましては、固定価格

買い取り制度や設置場所の情報提供を行い、導

入を促進いたします。50ページをお開きくださ

い。③の公共施設でございますが、県民への普

及啓発の効果や災害時における施設機能の維持

の観点から、国の補助事業を活用し、率先導入

を図ってまいります。

次に、２）の太陽熱利用でございますが、本

県における住宅用の太陽熱温水器の世帯普及率

は高く、太陽熱の有効活用が図られているとこ

ろでございます。また、施設園芸の太陽熱を利

用した新しい冷暖房システムなどの実証試験も

進んでいるところでございまして、今後も、太

陽熱の情報提供や開発・普及に向けた取り組み

を進めてまいります。

51ページをごらんください。３）のバイオマ

スについてでございます。まず、①の木質系バ

イオマスにつきましては、国の助成制度を活用

しながら、発電・熱利用・燃料製造施設の整備

を促進するとともに、施設の適正な規模や配置

等について助言や情報提供を行い、活用促進を

図ります。その中で、アの発電につきましては、

固定価格買い取り制度や木質バイオマスの証明

制度についての情報提供や、市町村と連携して

設置に向けた調整を行い、バイオマス発電の立

地を進めます。また、イの熱利用につきまして

は、引き続き、施設園芸における木質ペレット

暖房機の導入に取り組むとともに、民間事業者

などへの木質ボイラーの一層の普及に向けた取

り組みを進めます。52ページをお開きください。

ウの燃料製造につきましては、利用が進んでい

ない林地残材について、引き続き、効率的な収

集運搬システムの構築に向けた実証試験を行う

など、ペレットやチップなどの安定的な供給に

向けての取り組みを進めます。

次に、②の畜産系バイオマスですが、既設の

発電施設での有効活用を図るとともに、燃料と

して活用が可能な新たなエネルギーへの利活用

について検討を進めます。

53ページをごらんください。４）の小水力発

電についてでございます。水力発電につきまし

ては、既に53カ所に発電施設が設置されるなど、

積極的な取り組みがなされているところでござ

いますが、そのほとんどが比較的流量のある河

川等に整備されているため、今後は、流量の小

さな河川や農業用水路などを活用した小水力発

電の導入を促進します。まず、①の既存ダムの
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維持放流水や農業用水路等を活用した小水力発

電ですが、県が独自に行う電気事業におきまし

ては、治水ダムや河川の維持放流水などを活用

した小水力発電の導入に取り組むとともに、事

業の採算性を含めた可能性調査を行い、適地へ

の導入を推進します。農業用水路などを活用し

た小水力発電においては、多様な取り組みを推

進するため、研修会などを開催するとともに、

導入を計画する市町村や土地改良区に対する技

術支援やノウハウの提供を行うことにより、導

入を促進してまいります。

また、②のマイクロ水力発電ですが、施設園

芸設備の電力低減や照明への利用を図るなど、

地場産業への活用に向けた取り組みを推進しま

す。

54ページをお開きください。その他の新エネ

ルギーについてであります。５）の風力発電に

つきましては、陸上や洋上風力発電の適地など

について情報提供を行うとともに、小型風力発

電を有害鳥獣防止電気柵として利用するなど、

地場産業への活用に向けた取り組みを進めてま

いります。

６）のバイナリ方式の地熱発電につきまして

は、現在まで導入実績がございませんが、ＮＥ

ＤＯの調査によりますと、えびの市白鳥地区に

おいて可能性が示唆されていることなどから、

情報提供などを行い、導入を促進いたします。

55ページをごらんください。７）の温度差熱

利用につきましては、情報提供などを行い、導

入を促進します。

８）の雪氷熱利用につきましては、積雪が必

要量に満たないため、導入の検討は行いません。

次に、（２）の省エネルギーとの連携でありま

す。省エネルギーの推進は、低炭素社会の実現

を図る上で最も重要な取り組みであり、新エネ

ルギーの導入促進とあわせて積極的に推進して

いく必要があります。このため、これまで環境

みやざき推進協議会や地球温暖化防止活動推進

センターなどと連携を図りながら、各種啓発活

動などに取り組んでまいりました。今後も、県

民、事業者、行政が一体となったこれまでの取

り組みを拡充しながら、引き続き、省エネルギー

の推進に取り組みます。また、県庁も一事業者

として、県庁エコプランに基づき、これまで以

上に省エネルギーに取り組んでまいります。

56ページをお開きください。（３）の普及啓発

の推進であります。県では、地球温暖化防止活

動推進センターなどの関係機関と連携しながら、

各種媒体による広報活動や研修会、ＮＰＯによ

る個別の相談会などを実施し、新エネルギーに

関する普及啓発に取り組んでまいりました。今

後も、積極的に普及啓発を行うとともに、太陽

光発電などの専門家をコーディネーターとして

配置し、相談の受け付けや情報提供を行います。

また、次代を担う子供たちに対して、メガソー

ラーや小水力発電を活用した体験型授業などに

よる環境学習にも取り組んでまいります。

次に、（４）のエネルギー高度利用技術の導入

促進についてでありますが、これは、新エネル

ギーと一体となってその普及を図ることが必要

なものでありまして、ヒートポンプや天然ガス

コージェネレーション、クリーンエネルギー自

動車などがございます。これらについても実証

試験や情報提供などを行い、導入を進めます。

次に、57ページの１２－２の災害に強いエネ

ルギーシステムの構築についてであります。（1）

の防災拠点等への新エネルギーの導入では、国

の再生可能エネルギー等導入推進基金事業を活

用し、災害時などに防災拠点や避難所となる公

共施設や民間施設に新エネルギー設備などの整
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備を進めていきます。

59ページをお開きください。（２）の自立分散

型エネルギーシステムの構築では、災害時など

の電力供給の遮断時において地域内の独自のエ

ネルギーの確保を図るため、新エネルギーの共

同利用システムについての情報提供や導入シ

ミュレーションなどを行い、住宅や事業者の団

地などへの導入を進めます。

次に、１２－３の地域振興への貢献について

でございます。（１）の新エネルギー関連産業の

育成では、太陽電池関連産業への支援や、県内

企業のすぐれた既存技術や製品の発掘などに取

り組み、新エネルギー関連産業の育成や普及拡

大、新事業の創出を促進します。

（２）の産学官連携等による研究開発・技術

開発への支援では、新エネルギー関連装置など

の実用化の研究や、太陽熱エネルギーを利用し

たビームダウン式太陽集光装置による水素製造

の研究など、今後も産学官連携による研究開発

を支援していきます。

60ページをお開きください。（３）の企業立地

の推進では、宮崎県地域産業集積・活性化基本

計画を踏まえながら、引き続き、新エネルギー

に関連する製造業の企業立地を進めます。

また、（４）の地場産業との協働では、市町村

が実施する新エネルギーと地場産業とのマッチ

ング調査などに連携して取り組むとともに、成

功事例の情報提供を行い、新エネルギーの導入

の全県的展開を図ってまいります。

次に、61ページをごらんください。第13章の

「戦略的プロジェクト」であります。これは、

第12章の施策の具体的取り組みの中で、おおむ

ね５年間のうちに実施する重点的な取り組みを

４つのプロジェクトとして位置づけるものであ

ります。

62ページをお開きください。１つ目は、「みや

ざき太陽プロジェクト」であります。このプロ

ジェクトは、本県の恵まれた日照環境を生かし、

太陽光発電の一層の導入を促進するため、みや

ざきソーラーフロンティア構想のさらなる事業

の展開を図るものであります。施策の展開とし

ましては、右のページの図にありますように、

住宅やメガソーラーを含む非住宅、公共施設な

どに、太陽光発電の積極的導入を進めるととも

に、ソーラー産業の集積を図り、普及啓発活動

も進めるものであります。

次の64ページをお開きください。２つ目は、

「みやざき森林バイオマスプロジェクト」であ

ります。これは、本県の豊富な木質系バイオマ

スを活用して、市町村や関係団体、民間事業者

などと連携して、バイオマス発電・熱利用・燃

料製造の導入を図るものであります。施策の展

開としましては、右のページの図にありますよ

うに、国の助成制度を活用した施設整備を進め、

木材チップの研究開発や新規ユーザーの開拓の

ための普及啓発にも取り組みながら、発電・熱

利用・燃料製造の導入を図っていくものであり

ます・

66ページをお開きください。３つ目は、「みや

ざき小水力プロジェクト」であります。これは、

治山ダムや河川の維持放流水、農業用水路など

を活用し、小水力発電の導入促進に取り組むも

のであります。施策の展開としましては、右の

ページの図にありますように、県による導入と、

市町村、土地改良区などの取り組みに対する県

による支援をあわせて行うことで、小水力発電

の一層の導入を図っていくものであります。

次の68ページをお開きください。４つ目は、

「エネルギーの地産地消による地域・産業づく

りプロジェクト」であります。これは、地域資
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源を活用した新エネルギーと、林業や農業、観

光などの地域産業とのマッチングを図り、関連

する産業の集積を進めながら、地域経済の活性

化を図るものであります。施策の展開としまし

ては、右のページの図にありますように、県と

の連携や支援のもと、市町村が新エネルギー導

入を促進するために、協議会設置や計画づくり、

可能性調査などを実施しながら、地域における

新エネルギーと地場産業のマッチングを進め、

エネルギーの地産地消を図っていくものでござ

います。

次の70ページから73ページにかけましては、

この４つのプロジェクトの工程表を記載してお

ります。

次の74ページをお開きください。第14章の「導

入目標」であります。導入目標値につきまして

は、2010年度を基準年としまして、最終年度で

ある2022年度と中間年度の2017年度における値

を新エネルギーの種別ごとに設定いたします。

表14.1.1をごらんください。まず、発電におい

ての2022年度の目標としましては、太陽光発電

が現況値の９倍の70万キロワット、バイオマス

発電が２倍の５万2,000キロワット、小水力発電

が２倍の１万1,000キロワットとするなど、発電

トータルで77万1,000キロワットを導入目標と

し、現況値の７倍を目指すことといたします。

また、熱利用の2022年度の目標としましては、

太陽熱利用が４万キロリットル、バイオマス熱

利用が現況値の３倍の５万6,000キロリットルと

するなど、熱利用トータルで11万キロリットル

を導入目標とし、現況値の２倍を目指すことと

しております。

75ページをごらんください。導入目標設定の

考え方についてであります。まず、太陽光発電

ですが、住宅用については、2012年度の設置数

の約3,500基よりも今後はさらに設置が進むもの

として目標値を設定いたしました。また、非住

宅用については、今年度の固定価格買い取り制

度の開始後の認定状況をもとに目標値を設定い

たしました。

次の太陽熱利用は、県民・事業者意識調査の

結果をもとに、一定の導入が進むものとして目

標値を設定いたしました。

バイオマスは、林地残材など未利用のバイオ

マスの利用可能な見込み量をもとに、バイオマ

ス発電と熱利用について今後の計画などを想定

して目標値を設定し、次の76ページのバイオマ

ス燃料製造は、木質ペレットの増産計画などを

想定しまして目標値を設定したところです。

また、小水力発電は、今後の河川などへの整

備計画や農業用水路への整備を想定しまして目

標値を設定し、次の風力・地熱・温度差熱利用

については、実績づくりを想定して目標値を設

定したところです。なお、風力発電は、導入ま

でのリードタイムが長いこと、地熱と温度差熱

はまだ実績がないということで、実際の導入ま

でに期間を要することを勘案しまして、中間年

度以降での導入を見込むことといたしました。

77ページをごらんください。新エネルギーの

導入による効果についてであります。（１）の電

気使用量に対する自給率ですが、表14.3.1をご

らんください。2010年度の電力使用量に対する

新エネルギーの自給率は2.8％であります

が、2022年度に新エネルギーの導入目標が達成

されますと、新エネルギーの発電量は124万5,322

メガワットアワーとなり、自給率は13.6％とな

ります。

次に、（２）のエネルギー消費量に対する自給

率ですが、2010年度のエネルギー消費量に対す

る新エネルギーの自給率は3.2％であります
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が、2022年度に新エネルギーの導入目標が達成

されますと、新エネルギーによるエネルギー供

給量は43万48キロリットルとなり、自給率は12.1

％となります。

78ページをお開きください。（３）の二酸化炭

素排出量の削減効果です。表14.3.2をごらんく

ださい。各新エネルギーの導入目標が達成され

た場合の化石燃料の代替効果は43万48キロリッ

トルとなり、これから算出される二酸化炭素排

出削減量は74万7,724二酸化炭素トンになりま

す。

79ページをごらんください。第15章「計画の

推進」についてでございます。まず、推進体制

ですが、ビジョンの実効性を高めるために、１）

にあります有識者や県民、事業者、行政などで

構成する宮崎県新エネルギー導入促進協議会を

設置し、当協議会においてビジョンの進行管理

や施策への提言などを行います。

また、２）の庁内組織として、新エネルギー

関係課などから構成されます宮崎県環境保全対

策調整会議を中心に、情報交換を行いながら、

ビジョンに基づく施策の展開を図っていきます。

80ページをごらんください。進行管理につき

ましては、ビジョンの取り組み状況について宮

崎県新エネルギー導入促進協議会に報告するほ

か、ホームページなどを活用して県民に広く公

表していくことになります。

この素案につきましては、今後、市町村との

意見交換やパブリックコメントを実施しまして、

最終案を取りまとめ、２月議会で議案としてお

諮りする予定としております。

新エネルギービジョンについての説明は以上

でございます。

申しわけございませんが、引き続きまして、

報告事項の２番目、宮崎県環境計画に係る取り

組みの概要についてでございます。説明資料は、

お配りしております別冊資料の２「宮崎県環境

計画平成23年度取組の概要」をお願いしたいと

思います。

それでは、資料の１ページをお開きください。

本計画は平成23年３月に策定したもので、平成23

年度が取り組みの初年度となります。

１ページから２ページは、計画の施策体系を

まとめたものでございますが、長期的な目標を

新しい「太陽と緑の国みやざき」の実現として

おり、環境分野別の施策として、Ⅰの「低炭素

社会の構築」からⅥの「環境保全のために行動

する人づくり」の分野別施策ごとに、施策の基

本方向とその展開内容を定めております。

次に、３ページをお開きください。この資料

でございますけれども、施策の展開内容ごとの

取り組み状況と取り組み成果、そして主な関連

事業名を記載しておりまして、分野別施策ごと

に主な指標とその実績を記載しております。

それでは、取り組み概要の主なものについて

御説明させていただきます。まず、Ⅰの「低炭

素社会の構築」の１の二酸化炭素等排出削減で

ございます。（１）家庭部門における排出削減対

策としまして、環境みやざき推進協議会や地球

温暖化防止活動推進センターとの連携による啓

発事業などに取り組むとともに、（２）産業・業

務部門における排出削減対策としまして、「みや

ざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例」

を一部改正し、温室効果ガス排出抑制計画書を

提出する対象事業者の拡大などに取り組みまし

た。

次に、４ページをごらんください。２の再生

可能エネルギーの利用促進では、（１）の太陽光、

太陽熱エネルギーの導入促進として、県内住宅

への太陽光発電システムの設置者に対し補助や
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融資を行うとともに、（２）のバイオマスエネル

ギーの導入促進として、木質ボイラーや県内木

質ペレットの利用拡大を図る取り組みを進めた

ところであります。

次に、５ページをお開きください。３の二酸

化炭素吸収源対策として、（２）のオフセットク

レジット制度の活用として、県有林のＪ―ＶＥ

Ｒ取得や企業の森づくり活動の推進などに取り

組んだところでございます。

次に、６ページをごらんください。主な指標

と実績であります。ここの項目では、平成23年

度の実績は未公表ですので、参考値として直近

の平成21年度の実績値を記載しております。ま

ず、温室効果ガスにつきましては、工場からの

一酸化二窒素の排出量が大幅に改善されたこと

により、基準年と比較して排出量が大きく削減

されています。このうち、温室効果ガスの約７

割を占める二酸化炭素の排出量は、全体では削

減されているものの、家庭部門や業務部門での

排出量が増加しておりまして、引き続き、削減

に向けた取り組みを推進していく必要がござい

ます。

また、新エネルギーの電力につきましては、

平成21年度からおおむね順調に増加していると

ころでございます。

次に、７ページをお開きください。Ⅱの「地

球環境、大気・水環境等の保全」の１の地球環

境・大気環境の保全では、（１）の①の大気汚染

防止法に基づく大気汚染の常時監視や、（２）の

有害大気汚染物質のモニタリングを初め、（４）

の①のフロン類回収業者に対する指導などに取

り組みました。

次に、８ページをごらんください。２の水環

境の保全では、（１）の水質汚濁防止対策として、

測定計画に基づき、公共用水域及び地下水の水

質の監視を行うとともに、（２）の生活排水対策

として、浄化槽の整備などに取り組んだところ

でございます。

９ページをお開きください。３の化学物質対

策では、（１）のダイオキシン類の環境調査の実

施や、（２）の事業者の化学物質対策への監視・

指導に取り組みました。

次の10ページをごらんください。主な指標と

実績であります。23年度の大気環境基準達成率

では、一部の項目において環境基準に未達成の

部分があったものの、本県の大気環境はおおむ

ね良好な状況にございます。また、水質基準環

境達成率では、全ての水域において環境基準を

達成しており、生活排水処理率につきましても、

おおむね順調に推移しております。

次に、11ページをお開きください。Ⅲの「循

環型社会の形成」の１の４Ｒと廃棄物の適正処

理の推進では、（２）の４Ｒの推進と地域性を生

かした循環型社会の形成として、10月に九州統

一マイバッグキャンペーンを実施するとともに、

県４Ｒ推進協議会を通じた４Ｒアクション活動

に取り組みました。

次に、12ページをごらんください。２の環境

にやさしい製品の利用促進では、（１）の積極的

な木材利用の推進として、住宅建設予定者を対

象に県産材を活用した住宅についてＰＲを行う

講習会や、木に触れる場所を提供する「木づか

いイベント」などを行いました。また、（２）、

（３）にありますように、公共土木事業におけ

る木材利用を進めるため、関係部局から構成さ

れるグリーン公共事業推進部会での検討を行っ

たところであります。

次に、13ページをお開きください。主な指標

と実績であります。一般廃棄物及び産業廃棄物

につきましては、23年度が未公表のため、22年
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度の参考値を示しておりますが、排出量及び最

終処分量は減少し、再生利用量は増加するなど、

いずれも順調に推移しているところであります。

次に、14ページをごらんください。Ⅳの「生

物多様性の保全」の１の生物多様性の確保では、

（１）の重要地域の保全として、野生動植物の

重要生息地などについての調査を行うとともに、

（４）の希少野生動植物の保護として、改訂版

レッドデータブックの概要版の作成・配布を

行ったところでございます。

次に、15ページをお開きください。２の人と

環境を支える多様で豊かな森林づくりでは、

（１）の健全で多様な森林づくりとして、森林

の機能に応じた森林整備を推進するとともに、

森林環境税を活用した森林整備などに取り組み

ました。

次に、16ページをごらんください。４の自然

とのふれあいの場の確保では、（１）の①の青島

園地及び九州自然歩道尾鈴コースの施設整備や、

（２）の川南遊学の森における自然体験講座の

開催などに取り組みました。

次に、17ページをお開きください。主な指標

と実績であります。ほとんどの指標において、

おおむね順調に推移しておりますが、森林ボラ

ンティア延べ参加者数や、ひなもり台県民ふれ

あいの森利用者数につきましては、新燃岳火山

活動の影響などにより実績が減少しているとこ

ろであり、今後、一層の取り組みを進めてまい

ります。

次に、18ページをごらんください。Ⅴの「環

境と調和した地域・社会づくり」の１の環境に

やさしい地域・産業づくりでは、（３）の環境と

ともに歩む循環型農林水産業の推進として、農

業分野では、エコファーマーなどが行う取り組

みを支援するとともに、林業分野では森林認証

制度の普及や、木質バイオマスの利用拡大のた

めの林地残材の収集・運搬システムの検討など

に取り組みました。

20ページをごらんください。主な指標と実績

であります。エコファーマー認定件数以外の指

標では、おおむね順調に推移しているところで

ございます。

次に、21ページをお開きください。Ⅵの「環

境保全のために行動する人づくり」の１の環境

学習の推進では、（２）の家庭、地域、職場にお

ける環境学習の推進として、環境情報センター

において環境学習会の開催や環境保全アドバイ

ザーの派遣などを行い、（３）の環境学習に関す

る情報の提供として、啓発誌の「ｅｃｏみやざ

き」や環境ポータルサイトによる情報提供に取

り組んだところです。

次に、22ページをごらんください。２の環境

保全活動の推進では、（１）の①の森林ボランティ

ア団体の育成や森林づくり活動への支援、（２）

の①の県民総ぐるみの環境美化活動「クリーン

アップ宮崎」などの実施に取り組んだところで

ございます。

次に、23ページをお開きください。主な指標

と実績であります。おおむね順調に推移してお

りますが、この中で、環境保全アドバイザー講

座の受講者数や環境ポータルサイトへのアクセ

ス件数につきましては、実績が減少しておりま

す。今後、講座内容やポータルサイトの充実、

積極的な周知を図るなど、目標に向けての一層

の取り組みを進めてまいります。

以上、宮崎県環境計画の平成23年度の取り組

みの概要について説明してまいりましたが、項

目によっては成果が上がっていない部分も見ら

れますので、目標値達成に向けて今後さらに取

り組んでまいりたいと考えております。この概
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要につきましては、県のホームページで公表す

ることとしております。

説明は以上でございます。

○松村委員長 委員の皆さんにお諮りしますけ

れども、説明が大変長くなりまして、その他の

報告事項に関しましては、もう１件ございます

けれども、一たんここでこれまでの説明に関し

ての質疑に入ってもよろしいでしょうか。それ

とも、続けて説明を求めたほうがよろしいでしょ

うか。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、もう時間もございま

せんので、続けて、ちょうど区切りのいいとこ

ろということで、説明を求めたいと思います。

○那須みやざきの森林づくり推進室長 最後に、

社団法人宮崎県林業公社の経営状況について御

説明いたします。

委員会資料の13ページをごらんください。林

業公社につきましては、昨年度改訂しました第

３期経営計画に基づいて経営を行っているとこ

ろであります。本日は、本年度の実施状況につ

いて御報告いたします。

まず、（１）の第３期経営計画の改訂計画にお

ける収支計画であります。平成24年度から29年

度までの収支を下の表のとおり見込んでおりま

す。24年度については、収入29億5,100万円、支

出は29億700万円で、年度末資金残高を１億5,000

万円確保することとしております。

詳細につきましては、15ページをごらんくだ

さい。この表は、24年度の改訂計画とことし４

月から11月までの収支実績を、収入と支出ごと、

主な項目に分けて記載をしております。

まず、収入の主伐売り上げですが、11月まで

の実績が１億6,073万9,000円で、これは今年度

計画していた年間売り払い面積183ヘクタールの

うち、10月まで２回の公売102ヘクタール分の売

り払い収入であります。このため、改訂計画に

基づく残りの面積は81ヘクタールとなりますが、

木材市況を踏まえ、現在、今後の公売の時期、

売り払い量等について検討しているところであ

ります。参考としまして、この表の下に別表で24

年度の公売結果を記載しておりますが、計画ど

おりの主伐売り上げ収入を確保するためには現

時点で約1,800万円ほど不足しております。

上の表に戻っていただきまして、間伐等売り

上げですが、実績は1,680万1,000円で、これは、

昨年度に間伐を行って、今年度にその間伐材を

搬出して売り払ったことによる収入です。今年

度は、間伐適期である秋口に材価が低迷してい

たため、市況を考慮して事業発注を11月に延期

したことから、事業の完了が翌年度になる可能

性があり、年度内にどの程度の収入が見込まれ

るか、現時点では未確定であります。

次に、所有者負担金ですが、これは、施業受

託事業による下刈り事業の森林所有者負担金で

あります。今年度は、当初予定の事業量を若干

下回ったことから、負担金は減少しております。

次に、補助金ですが、実績450万円は、植栽未

済地対策事業に係る補助金であります。改訂計

画では、間伐や作業路開設等に係る補助金を計

上しておりますが、間伐事業の発注を延期した

ことから、間伐等の一部の補助金収入が翌年度

になる可能性があり、現時点では年度内の収入

は未確定であります。

次に、長期借入金ですが、改訂計画では、長

期借入金23億758万9,000円のうち、繰り上げ償

還の財源として日本政策金融公庫からの借入金

約10億円を予定しておりましたが、予定を６億

円下回り、約４億円の見込みとなりました。こ

れは、繰り上げ償還を予定していた長期借入金
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の一部について、金利交渉で市中銀行が利率の

引き下げに応じていただいたことから、繰り上

げ償還の必要がなくなり、その分、公庫からの

借り入れが減少したものです。この結果、最終

借入額は約17億円となる見込みであります。

その他は、退職給与引当資産取り崩し収入や

分収権処分等に係る収入であり、今年度の計画

は達成できる見込みであります。

次に、支出についてであります。直接事業費

は、間伐や作業路開設等に係る経費ですが、事

業発注を延期したことから、一部の事業完了が

翌年度になる可能性があり、現時点で年度内の

支出は未確定であります。

次に、分収交付金ですが、今後の主伐等の売

り上げ量が未確定のため、現時点で年度内の支

出も未確定であります。

次に、一般管理費ですが、これは人件費や管

理費等で、おおむね計画どおりの支出が見込ま

れます。

次に、元利償還金ですが、改訂計画では、元

利償還金23億5,408万3,000円のうち、市中銀行

等への繰り上げ償還額に約10億円を予定してお

りましたが、約４億円の見込みとなりました。

これは、上記の長期借入金収入と同様、繰り上

げ償還の一部が必要なくなったことによるもの

であります。このことで計画以上の利息の軽減

が図られ、支払い利息も減少すると見込まれて

おります。この結果、最終償還額は約18億円と

なる見込みであります。

収入、支出の状況は以上であります。

最後に、年度末資金残高についてでありま

す。23年度末資金残高の括弧内の数値でありま

すが、23年度の主伐売上高などが見込みを上回

り、昨年の12月の改訂計画策定時に予定してい

た１億556万4,000円が１億5,067万9,000円と

なったものであります。このことから、24年度

末資金残高は現時点では１億9,511万5,000円と

なる見込みでありますが、今後の主間伐量が未

確定であることから、24年度の資金残高の見込

みも未確定であります。

今後とも、市場動向や改訂計画に基づく年度

末資金残高を視野に入れながら、引き続き、主

伐や間伐による収入の確保に努めてまいりたい

と考えております。

説明は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。ここで、その他の報告事項についての質疑

という時間でございますが、お昼の時間が近づ

いてまいりましたので、お諮りしたいと思いま

す。質疑については午後に回してよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、ここで休憩とし、午

後は１時から再開したいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時52分休憩

午後１時１分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

午前中に、その他の報告事項に関する説明を

受けました。そこで、引き続きその他の報告事

項についての委員の皆さんの質疑を受けたいと

思います。質疑はありませんか。

○河野委員 新エネルギービジョンで幾つかお

伺いしたいと思うんですが、まず結論部分で確

認したいんですけれども、資料１の77ページの

新エネルギーの導入による効果ということで、

特に注目するところは、平成22年度から平成34

年度でエネルギー自給率を13.6％まで持ってい

くとありますが、これは高目の設定と判断して
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よろしいんでしょうか。やれる設定というか、

そこら辺のことをまず確認したいと思います。

○川野環境森林課長 今回のこの自給率につき

ましては、その前の導入目標値から導き出した

自給率でございまして、この導入目標値につき

ましても、今回、発電でいきますと７倍を目指

すということで、前回の新エネルギービジョン

につきましては、10年間で約２倍、倍増を目指

すというような目標値でございましたので、今

回はかなり頑張っていきたいという導入目標値

を掲げているところでございます。したがいま

して、自給率につきましても、現在の2.8％を13.6

％まで持っていく。消費電力における新エネル

ギーの率をここまで高めていく。下に書いてあ

りますように、約4.9倍自給率を高めていくとい

うような目標になっておりますので、かなり高

目の設定にはなって、今までと比べますと頑張っ

た目標設定になっていると思います。

○河野委員 ちなみに、中間目標の17年度は、

自給率は設定しているんでしょうか。

○川野環境森林課長 この表上では、自給率は、

中間年度はまだ算出していなかったところでご

ざいます。

○河野委員 例えば、導入時期を最初の５年度

で急速に持ってきて、後、緩やかな導入にして

いくのか、平均して導入していくのか、そこら

辺はいかがでしょうか。

○川野環境森林課長 今回の導入目標値の考え

方としましては、先ほど御説明しました風力、

地熱、温度差以外のものにつきましては、毎年

同じような増減率でふやしていこうというよう

な導入目標値になっております。５年間を中心

的にというような設定にはなっておりません。

ただ、風力、地熱、温度差につきましては、当

初5年間ではなかなか実績が出ないということ

で、後年度５年について導入していこうという

ような目標値になっております。

○河野委員 今回の一般質問でちょっと議論さ

せていただいた部分があるんですけれども、も

しかしたら考え方の根本が違うかもしれません

が、千葉大の倉阪教授が永続地帯という考え方

で、総需要を新エネルギーでどれだけ示せるこ

とができるのかということで資料の提示があっ

たと思うんですが、例えば大分県なんかは新エ

ネルギーで25.9％まで自給率がいっているとい

うか、これは自給率というんですかね―再生

エネルギーというあれになると思うんですけれ

ども、結構高目に自給率があるんですけれども、

知事の意向としたら、新エネルギーを宮崎は目

標に掲げていくという割には、大分県とか比較

すると、この13.6％というのがどうなのかなと

いうのがちょっとあるんですけれども、そこら

辺はいかがでしょうか。

○川野環境森林課長 今回は新エネルギーにつ

いての自給率ということでございましたが、一

般的に言われている再生可能エネルギーの自給

率で考えますと、今回これに入っていない水力

発電、大規模な水力発電が入ってまいります。

ちなみに、この資料にはございませんが、本県

の場合、非常に水力発電の導入が進んでおりま

して、その分を加算して考えますと、水力発電

を含めますと29％の自給率になるという状況で

はございます。

○河野委員 そこはちょっと議論したところで、

そこを入れるか入れないかということでの定義

とこの教授の考え方に整合性を図ることができ

なかったので、ただ、目標設定としては、やは

り新エネルギー立県ということでいくならば、

高目高目の設定で目指すべきところを目指して

いっていただきたいなというのが一つです。
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今回、意見書でもちょっと議論していこうと

いうのが―宮崎県は、陸的なエネルギーの設

定とかはあるんですけれども、海的なエネルギー

供給の設定というのがちょっと見られないんで

すけれども、そこら辺の考え方はいかがでしょ

うか。洋上の風力ということは記述には出てい

ますが、例えば海底エネルギーを云々かんぬん

するとか、そういうことについては宮崎は考え

ないのか。

○川野環境森林課長 洋上風力につきましては、

若干、県南地域の海岸部で賦存量があるという

ような調査の結果がまとまっているところでご

ざいますが、洋上風力というのは実用化に向け

ていろんな課題もあるという実情がございます

ので、今回のビジョンにおきましては、目標値

の設定につきましては、やはり賦存量の多い陸

上に設置するような方向で目標値を設定してお

るところでございます。洋上に関してはエネル

ギーを加味した目標値というのは今のところご

ざいません。

○河野委員 計画ということですので、いろい

ろとお聞きしたいと思うんですけれども、例え

ばメタンハイドレートというのがあって、南海

トラフで、結構宮崎に近いところでそういう埋

蔵の可能性のあるところが、今回というんでしょ

うか、確認されて、発掘も試験的にやられてい

るというのをちょっと聞いたんです。そこら辺

の、ある意味、国家プロジェクトの部分が強い

と思いますが、県がかかわろう、または産学官

等でかかわっていこうとか、そういうことにつ

いては触れていないということでよろしいんで

しょうか。

○川野環境森林課長 確かに、メタンハイドレー

トは今、非常に話題になって、宮崎県の沖の方

にもあるんじゃないかというお話もあります。

ただ、国の動向等を見ますと、国のプロジェク

トで大々的にパイロット的に研究が進んでいる

ところでございますので、県レベルでメタンハ

イドレートの取り組みを積極的にというところ

までまだなっていないというところで、今回の

ビジョンの中では、メタンハイドレートという

部分は、中身としてはまだそこまではいってい

ない、中身は含まれていないというふうになっ

ております。

○河野委員 最後ですけれども、資料１の75ペー

ジ、バイオマスの記述の中で、「このため、バイ

オマスの導入目標の設定にあたっては、林地残

材等の未利用木質資源」云々とあって、「利用可

能な見込み量を基に算定することとしました」

ということは、結論的に、だから目標は低目で

すという考え方なんでしょうか。

○川野環境森林課長 ここには数字としては上

がっておりませんが、未利用木質資源、それか

ら、ここにあります食品系・下水汚泥系バイオ

マス等々の利用可能な見込み量ということで、

約60万トンを見込んでおりまして、この中に当

然、林地残材等が57万トンということで、いろ

いろ入っているわけなんですけれども、まだ林

地残材というのはほとんど進んでいない状況で

ございます。今回、この目標を設定するに当た

りまして、林地残材も含めた全ての未利用木質、

それから下水関係、食品関係合わせて60万トン

のうちの６割の36万トンを利用するということ

を仮定しまして、それで発電に幾ら、熱利用に

幾ら、燃料製造に幾らというふうに回すような

形で目標値を設定しております。この６割とい

う設定は、かなりきついというか、頑張った設

定になっておりますので、その部分でいけばか

なり高い目標値になっているというふうに考え

ております。
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○河野委員 積極的だと捉えていいということ

でよろしいでしょうか。

○川野環境森林課長 はい。

○十屋委員 今回の一般質問でもたくさん出ま

した木質のバイオマス発電で、企業局と環境森

林部としての連携というのはどういうふうに考

えていらっしゃるんですか。企業局側も小水力

とはっきりおっしゃったんですけれども、ここ

にも小水力、出てくるんですが、その連携とい

うのはどういうふうにとられていますか。まず、

そのあたりから。

○川野環境森林課長 確かに、企業局は小水力

に力を入れるというようなお話もありますけれ

ども、この10年間ずっとこのビジョンに基づい

て各エネルギーを進めていくという視点から、

先ほど推進体制の中で御説明もしましたように、

庁内のそういう連絡会議をつくりまして、当然、

企業局も入っていただく形で、どうやったらこ

のビジョンを実現できるか、どういう施策を進

めていくかというところを検討しながら、進め

ていきますので、当然、木質バイオマスをその

中で進めていく中にも、いろんな企業局の協力

とか、お知恵を拝借するとか、いろいろ連携で

きる部分が出てくるんではないかというふうに

考えております。今後、実効性を高めるための

体制の中で、関係する部局とそういう連携を図

るような取り組みを進めていきたいというふう

に考えております。

○十屋委員 連携するというのはわかりました。

環境森林部で、木材の価格が一番低迷している

―先ほども議論がありましたように、未利用

の林地残材があるとか、搬出するのに10キロ圏

が木質バイオマスの、答弁もありましたように、

コストがその限界だろうということで発言され

たんですが、企業局が持っているダムとかあり

ますね。太陽光をその辺につけるとか、そのあ

たりで何か活用できないかとか、木質にしても、

もう少し土地を確保するような考え方を持って、

環境森林部としてはこっちに一方に課題があっ

て、こっちにもう１つ有効な事業を立ち上げる

可能性があって、企業局ともっと連携してそこ

をやっていくことで未利用の林地残材の利活用

にもなるし、今度はこっちのビジョンとしても、

もっともっと再生可能エネルギーが進んでいく

ような形になると思うんですが、そのあたりも

う少し投資―お金がないと言われればそれま

でなんですけれども、投資をして、絶対に再生

可能エネルギーはバックしてくるわけじゃない

ですか。投資等、環境森林部ができないんであ

れば、企業局に働きかけて、そういうのを積極

的にやるべきだと思うんですが、そのあたりは、

連携されるというところまではわかりましたけ

れども、そういう考え方は持たれないのかなと

思って、部長がもしお答えいただければ。

○堀野環境森林部長 基本的な考え方として、

今回の議会でも企業局長の答弁がありましたけ

れども、企業局というのは、ノウハウ等々を見

た場合に小水力発電について力を入れていくと

いう答弁があったと思います。私どもとしては、

御指摘があったように、木材価格の安定化のた

めに木質バイオマス発電というものに積極的に

取り組んでいきたいと思っています。このビジョ

ンの中でも、３つのうちの１つと位置づけてい

ます。

木質バイオマスについては、新聞でも出まし

たけれども、今、１カ所、都農のほうで計画と

いうのが出ております。あと幾つか複数の計画

もあるんですけれども、そういった民間の力で

―固定価格買い取り制度が始まりましたので、

民間で採算が合うという形になってきているん
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だろうと思います。そういった意味で、民間の

ほうを支援していきたいというのがありまして、

先ほど10キロという話がございましたけれども、

あくまでも固定価格買い取り制度が始まる前の

想定でございまして、固定価格買い取り制度が

始まればもっと広がってくる、そういったこと

を今年度また検討して、実証していこうという

ことで取り組んでいきます。そういった意味で、

林地残材は57万トンありますので、それが安定

的な価格で取引されれば、林家の経営が改善さ

れますし、また木材価格の引き下げ要因になっ

ているＣ材―曲がりの多い材木なんですけれ

ども、これもその材料になるんじゃないかとい

うことで、価格の底上げにつながるんだろうと

いうことで、一生懸命やっていきたいというふ

うに考えております。

○十屋委員 今、部長が答弁されたように、採

算が合えば距離は10キロじゃなくてもいいとい

うことですか。買い取り制度がスタートしまし

たね。今、１件、都農のほうでという話が出ま

したけれども、もう１つ、もうちょっと北のほ

うにもという話もあります。その辺のところで

可能性としては私も実感するんですけれども、

企業局自体にノウハウがないということだけで

はなくて、技術というのはどこからか移転すれ

ば、企業局の力であれば多分そう難しい問題で

はないのかなと。運転する側と建てる側、建築

というか、建てて活用していくということであ

れば、今までのノウハウがあるわけで、民間と

ミックスしてやれるようなそういうことはでき

ないのかなと。これは環境森林部じゃなくて企

業局に聞かなきゃいけないんですけれども、そ

ういうことも考えるものですから、そのあたり

をもう一度、部長のほうで何か答弁があれば。

○堀野環境森林部長 企業局から聞いたお話が

前提なんですけれども、やはり企業局というの

は木質バイオマスに関するノウハウはほとんど

持っていないというのが現実でありまして、今

まで電気事業をやっておりますので、そういっ

た意味で小水力に関する部分についてはノウハ

ウを持っているので、そこに集中していきます

と。市町村等々と連携とってやっていきたいと

いうことを言われております。そういった意味

で、木質バイオマスに関して言えば、我々は民

間のほう―固定価格買い取り制度がスタート

しましたので、あくまで民間ということを主体

に考えていきたいなというふうに考えています。

企業局とのコラボの関係では、太陽光というお

話がございましたけれども、仮にそういった公

共で遊休の土地があればそこを活用するとか、

そういったことは今後あり得るんだろうと思っ

ています。

○十屋委員 最後にしますけれども、というこ

とは、環境森林部としては、こういうビジョン

を立てているけれども、民間のそういう投資に

対してはいろんな形で支援をするということで

すね。ある程度、企業局とか、そういうところ

あたりはノウハウがないということが大前提に

あって、そういうふうなお考えになられるとい

うふうに理解してよろしいですか。

○堀野環境森林部長 はい。

○中野委員 このバイオマス、私は考え方とし

ては別に意見があるわけじゃないんだけど、県

内でバイオマス施設の大きいところ、名前を出

すと南国興産、一企業にこれだけやって、その

企業でつくる電気だけで何十億とか、それは聞

いたら、畜産廃棄物の処理方法がないといって、

その分ならわかるなという気がしたんだけど。

もう１つ、延岡の製材所とか、バイオマスで電

気をつくる。その電気を例えばそこの製材工場
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しか使っていない。そこにバイオマスの施設で

２億円なら２億円補助金をやる。それをつくっ

て、単純に考えると、そこの工場の電気料が２

億円補助金になって安くなるだけで、我々一般

県民については何のメリットもないと思ったん

だけど、どういうふうに考えればいいのかな。

一企業に―俺は本当にそれが不思議でたまら

ん。

○楠原環境森林部次長 今、委員おっしゃいま

した製材工場とセットになっているのは、県内

に２カ所ございます。南のほうの製材工場と都

城に１カ所、これはかなり小さい分―１カ所

は小さくて、南那珂の分は1,300キロワットぐら

い、これはかなり以前につくったものでして、

この時点では、製材工場からどうしても端材と

かが出ますので、その分を、自家といいますか、

乾燥とかいろんなものも含めて、環境に優しい、

重油を使わないエネルギーでやっていこうとい

うので、木材の製材した残り、そういったもの

を使えるような仕組みとして導入されたもので

す。

これから行う分というのは、今、部長からも

ありましたように、例えば、ごらんになったか

もしれませんが、福島の会津で5,000キロワット

のが固定価格買い取り制度がスタートして行わ

れていますけれども、これは新たに設置され

て、5,000キロワットクラス、こういうところで

は４万トンとか５万トンとかいうチップが必要

になります。そういう意味では、それこそ、林

地、山に使われずに放置されているそういった

ものが資源として使われますので、山村に所得

として返っていくというふうに考えています。

○中野委員 そういう廃材とか、自然に放置す

れば腐葉土になってくれるわけよ。金を出して

まで燃やして、一企業のためにするのかなと不

思議でたまらん。例えば、旭化成もチップをつ

くるところまで補助金出して、足りない分はま

だ買っているというか、余った分は売ってする

わけだけれども、それなんかもかなりの補助金

―一企業しかメリットがないと俺は思うんだ

けど、そこが不思議でたまらんのだけど、まあ、

それはいいですわ、そういう意見があるという

ことだけで。本当にわからんな、こればかりは。

買い取り制度があっても、42円か何ぼで売った

りして、また補助金をやった上にもうけて、そ

の分はまた補助金をやった上に電気料で払うな

んて、そんなばかな話があるのかなと。バイオ

マス、バイオマス、何か林野庁の補填でもして

いるのかなという感じしか受けんのだけど、何

ぼ理屈で考えてもわからん。後はいいです。言

いわけだけになるでしょうからね。

○福田委員 説明をよくお聞きいたしました。

この中で、県内の新エネルギーの賦存量は圧倒

的に太陽ですね。太陽光発電。そのところに私

は注目して課長の説明を聞いておったんですが、

どうも利用の仕方、これに新味がないなと思っ

ているんです。いろいろ委員会等で、この委員

会、別の委員会もあるでしょうけれども、議員

からの発言、あるいは本会議の質問等を通じて、

聞いておりますと、太陽光の利用については、

宮崎県は農業面がすごいんですよ。ハウス園芸、

ビニールハウス、これは日本一の利用、それか

ら、説明がありました家庭用の太陽熱温水器で

すね。言うならばローテクなんですね。ローテ

クですと非常にうまく自然エネルギーを利用し

ているわけです。発電については、これは電力

転換をしていくわけですから、国の施策で非常

に進んでいます。しかし一方では、本県の産業、

ビジネスを起こす、特に今議会でも話題になっ

ていますフードビジネス等について、新エネル
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ギーの利用をもっと積極的に考えて、このビジョ

ン展開をされる必要があるんじゃないかなと思

います。

例えば、資料１の59ページに産学官連携と書

いてありますね。三鷹光器のビームダウン式太

陽集光ですね。これは非常に我々も注目をしま

して、４年前ですか、我が会派は本社の施設を

見学しました。その見学をしたものが今、宮崎

大学と農業試験場に移転されているんです。４

年前、だから東京都では数年前に試験研究が終

わったものなんです。そのものがそっくり移転

してきています。例を挙げますと、農業試験場

の太陽熱の利用方式なんかはとても実用化にな

るような代物じゃないんです。私、関心があっ

たから見ましたけれども、その辺も委員会等で

指摘をしておりますが、それをそのままここに

持ってこられていますからね。

それからもう１つ、資料１の65ページ、バイ

オマスプロジェクトの中でバイオマス熱利用、

これは中野委員の発言にも関連しますが、ペレッ

ト暖房機の導入等について、今さらながらここ

に掲載されておりますが、実はなぜ10年もたっ

てペレット暖房機が普及しないのか。委員会や

本会議場で何回も指摘がされておりますが、ペ

レットを使った場合には、やっぱり既存の燃料

と比較して高い。機材も高価だということで普

及が進んでいないんです。これが進むような方

式でやられたらどうですかということに対して

も、全庁的にまだ検討が進んでいないだろうな

と思います。

またまた、最近の資料を見ますと、ＪＲ九州

が新富で農業参入しますね。あれにペレット暖

房機が20台入ると書いてありましたが、実験を

してもらえばいいかなと。ＪＲ九州さんはお金

持ちだからと思って見ているんですが。やっぱ

り私は、本県がフードビジネスに一生懸命取り

組む中で、それに寄与できるような新しいエネ

ルギーの利用をひとつ提案してもらいたいなと

いう気持ちがありまして、お願いをしているん

です。例えば木質であれば、大量の熱回収につ

いては、旭化成がやっている、いわゆる石炭混

焼、これはコスト的に合いますね。それか、ペ

レットじゃなくてチップ方式、そういうもの。

それから、電力転換については、これは国がや

りますから問題ないと思いますが、熱の直接利

用について、宮崎県独自の産業を考えて、全庁

的に新エネルギーのビジョンを組んでもらう、

その辺が大事ではなかろうかと考えておるわけ

でありますが、どのようにお考えでございましょ

うか。これは直接の課でないから、ちょっと過

酷かもしれませんけれども。

○川野環境森林課長 委員がおっしゃるように、

フードビジネスというのは、今、重点施策とし

て、県が取り組もうとしている部分でございま

して、宮崎のいろんな資源を考えますと、やは

りフードビジネスというのは大きなビジネス

チャンスにつながるというふうに考えておりま

す。おっしゃいましたように、フードビジネス

に寄与できるような新エネルギーの活用方法と

いう視点がこの中に入っていないという御指摘

でございました。総合政策課あたりともこうい

うフードビジネスについて今後また協議させて

いただきますが、一つのイメージとしましては、

このプロジェクトの中の４つ目に「エネルギー

の地産地消による地域・産業づくりプロジェク

ト」というのがございまして、それぞれの地域

の中で、市町村が中心になりますが、そこにあ

る、地域にある資源を活用して地場産業にどう

結びつけていくか、それで地域の産業づくりに

つなげていこうという一つの仕組みづくりを県
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のほうで支えて進めていくというふうなことで、

今、プロジェクトの一つに盛り込んだところで

ございますので、こういう地場産業の中に当然、

フードビジネスというのも盛り込みながら、そ

ういったところで取り組めるような仕組みも今

後、総合政策部と協議しながら考えていきたい

というふうに考えております。

○福田委員 お取り組みを期待いたしたいと思

います。私はずっと議会におりまして、見てい

まして、本当にばらばらなんですね。宮崎県で

利用できる太陽熱というのは、これはもうみん

なが気づいているんです。システムそのものが

まだ開発されていない。木質についてもですね。

ぜひ、その辺を―「本気」という言葉が今議

会では入りましたね。本気で取り組んでほしい

ですね。でないと、こういうビジョンを次から

次から打ち出されましても、この冊子の中でア

イデアとしてとどまることになりまして、進化

がないなと考えております。ぜひ、お取り組み

を強力にいただきますように要望しておきたい

と思います。

○中野委員 自然エネルギーで電気の達成キロ

ワットが５万とか、ちょっと探すけれども、ど

こだったかわからんのだけど、例えば我々素人

は、５万とか10万キロワットをどうのこうのと

言われても、全然予想だにつかんわけ。私はま

だ覚えているけれども、リニアの太陽ソーラー、

あの施設で大体平均家庭の300軒ぐらいと言われ

た。ああ、なるほどなと思った。例えば、ここ

で何万とか何十万―普通の一般家庭の電気使

用量としたら何万世帯か何百世帯か、そんな表

示をしたほうがいい。何万キロワットとか言わ

れても全然わからん。どこかに書いてあったあ

の量というのはどんな量、県庁が今使っている

電気量を賄える量か、県庁の分が５軒か６軒ぐ

らい賄える量か、そんなことをぜひして―素

人には何が何やらわからん。課長がわかってお

ればいいけれども、教えてよ。

○川野環境森林課長 確かに、一般の方が見ら

れて何万キロワットがどういうレベルのものか

というのがわからないんではないかというふう

に―私も素人なので余りわかりませんので、

どこかに注釈を入れて、普通の住宅の１カ月分

の使用が何キロワットぐらいで、その何万世帯

分に相当しますというような、最終案に向けて

そういうわかりやすい文言の表現を考えてみま

す。

○丸山委員 初歩的なことで申しわけないんで

すが、聞けば聞くほどわからなくなったんです

が、このエネルギービジョンができて、例えば

何か有利な補助制度にのっかれるとか、何かあ

るんでしょうか。何のためにつくるのか。ただ

目標設定しただけなのか。何なのかなというの

がちょっとわかりづらいものですから、これが

なくても、今どんどん太陽光の発電所というの

は民間のほうで進んでいるものですから、何の

ためにこれをもう一回改めてつくる―前のビ

ジョンがあるから、期限が切れて、目標を達成

したから早く切りかえましょう、また特に原子

力発電の問題があるからつくりかえましょうと

いう雰囲気はわかるんですが、まず何のために

これをつくらなくちゃいけないのか、基本的な

ことを教えていただきたいと思っているんです

が。

○川野環境森林課長 このビジョン策定の意義

というか、目的でございますね。これは何かと

いいますと、今いろんな計画のある中で新エネ

ルギーにスポットを当てた計画ということで、

宮崎県が今置かれている状況を考えますと、や

はり新エネルギーを積極的に導入すべきではな
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いかと。今までの流れの中で、特に環境が変わっ

てきて、新エネルギーは今から宮崎の地域資源

を生かせる大きな資源だということで、環境に

もいいし、災害にも強い電源だし、地域産業に

も貢献できるというような新エネルギーの認識

論がございます。県として新エネルギーをどう

いう方向性に持っていくかというその考え方の、

いわゆる目印になるような指針という位置づけ

で、今まであった10年間のエネルギービジョン

がまず実態に合わなくなっているので、今、見

直して、今後10年間どういう形で県が新エネル

ギーの導入に取り組んでいくか、一つの努力目

標という形でこういう目標値を定めて、関係す

る部局が非常にたくさんありますので、そこが

一丸となってこういう方向性で施策を展開して

いくんだというその方向性をこの中に位置づけ

て、明確にして、それに向けて毎年毎年進行管

理する中で、その施策がちゃんと実行できてい

るかというところをチェックしながら、着実に

そこに向かってやっていくための一つの手引書

といいますか、マニュアルといいますか、指針

書になるというふうに考えております。

○丸山委員 そうであれば、ぜひ見せていただ

きたいのが、ほかの県でもエネルギービジョン

をつくっていると思います。九州各県でいいで

すので、10年前がこういう目標数値で、今現在

こうなっています、宮崎県はこうなりましたと

いう差を一回まとめたのをいただければと。宮

崎県は今新しくつくった目標ができております

ので、ほかの県でもこういう目標をつくってい

ますというのがあれば、宮崎県は何を伸ばすん

だとはっきりイメージしやすいように―恐ら

くほかの県も太陽光というのがぼんと出てくる

んじゃないのかと。あと、宮崎で議論して欲し

いのは、宮崎県は21年連続日本一杉生産があり

ますので、バイオマスをしっかりやるんだ、そ

ういうのがもっと出てきてほしいと思っていま

す。これをつくって本当によかったなと、県民

に、今後の環境のことを考えれば、しっかり宮

崎県が取り組むべき、先進県になるための大き

なビジョンなんですと言うときに、宮崎県の中

で見ていてもなかなかわかりづらいものですか

ら、できればそういった他県との比較というの

をつくっていただくことはできないんでしょう

か。

○川野環境森林課長 新エネルギー関係のこう

いう計画を各都道府県はお持ちです。それも新

エネルギーというくくりであったり、再生可能

エネルギーというくくりであったり、エネルギー

全般の計画であったり、そこに多少は温度差が

ございますが、他県と比べることは不可能では

ないという気はします。ただ、設定年度が若干

ずれている関係で、目標値を単純に比較できな

い部分もあるかもしれませんが、同じようなス

パンでやっているところで幾つか抽出して比較

するというのは、可能ではないかと思っていま

す。ちなみに、九州各県も、ことし鹿児島か熊

本かはやっていますし、同じような足並みで、

今、エネルギーの状況が変わっているので、やっ

ているというようなところもありますので、そ

ういうところの情報等も見比べながら、うちの

ビジョンがどういう特徴があるかというところ

は分析できるんではないかというふうに考えて

おります。

○丸山委員 個別的なことになりますけれども、

県のほうでどう考えているかなんですけれども、

高校の統廃合がありまして、私の地元の高原高

校も来年の３月に残念ながら廃校になってし

まって、30ヘクタール近く土地が余ってしまっ

て、半分ぐらいは秀峰高校が使うということな
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んですが、それでもかなりの面積があいてしまっ

てどうするんだということで、高原町に使って

くださいということで来ているんです。考え方

によっては、太陽光で使ってもいい場所じゃな

いかと思うんですけれども、そういうふうに具

体的に環境森林部サイドで―県の遊休地、高

原高校以外にも日南農林とか、いろいろなとこ

ろがあき始めたりとか、いろんな県の遊休地が

あったりとか、もしくは、きょうの朝出たのは、

学校の屋根とかどんどん貸し出すというのも出

てきたり、そういうのを使いやすいように、電

気事業者がどんどん入りやすいように、どうで

すかというのをやっているんですけれども、こ

の一番最後の計画の推進という中に入っている

のに―本当にやってくれる場所はどこなんだ

ろうというのがあって、環境森林部がどこまで

粘っこく他部局まで入り込んでやる気概がある

のかというのをお伺いしたいと思っているんで

すが。

○川野環境森林課長 今おっしゃられた太陽光

の設置場所に関するいろんな情報提供とか、今

からの大きな取り組みの一つではないかと思っ

ております。今回の議会でも御質問いただいた

新エネルギーの窓口が非常にわかりにくいとい

うお話もございました。やはり環境森林部が新

エネルギーの総合調整ということで窓口を担っ

ておりますので、こういった他部局と関係する

ような施策、それから委員が言われた太陽光の

設置場所に対するいろんな情報提供、こういっ

たものも、太陽光を所管します環境森林部にお

きまして、積極的にそういった取り組みも今後

進めていきたいと考えておりますので、他部局

と連携というところは、やはり総合調整窓口と

して今後もきちっとやっていきたいというふう

に考えております。

○丸山委員 できれば、待っているんではなく

て、こういう場所があるんじゃないかと積極的

に他部局をつつくぐらいになっていただきたい

かなと。特に農政サイドに行くと、どうしても

農振があってだめですというのが結構多くて、

私の地域も鳥獣被害が多くて、多いところでも

農振がかぶっていて農業振興地域はだめですよ

というのがあるものですから、本来はそこあた

りは農業振興地域を外してもいいから、太陽光

でもいいんじゃないかとかいうぐらいの議論を

していただくことも必要ではないのかなという

ふうに思っております。やはりもっと踏み込ん

で積極的に取り組んでいただくことで本当の環

境先進県になっていくんじゃないのかなという

ふうに思っておりますので、その辺は積極的に

動いていただくことをお願いしたいと思います。

○十屋委員 太陽光で思い出したんですけれど

も、非住宅用太陽光発電の導入というのは、企

業が自社で消費する分ではなくて、固定価格買

い取り制度で売電した益をコストに回すという

考え方でいいんですか。資料１の62ページ、産

業用の太陽光パネル設置というふうに考えたと

きに、施策の展開の２）で中小企業者等の導入

に向けた取り組みを推進しますというのは、こ

れは多分、産業用の売電で、住宅用とは違った、

売るだけの―使用はできないのかできるのか

というそのあたりはわかりますか。

○川野環境森林課長 １つ目のポツの関係は、

今回、非住宅用ですから、企業、事業者にこう

いった太陽光パネルを設置していただくための

取り組みの推進を書かせていただいているんで

すけれども、固定価格買い取り制度を活用した

売電事業をやっていただくのとあわせて、自家

消費も両方兼ねた書き方になっております。

○十屋委員 多分、売電のみじゃないかなと。
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個人的に私が思っているのは、制度上は売電し

かできなくて、消費の分は、木質とか、それは

別ですけれども、太陽光に関しては売電だけじゃ

なかったかなというふうに思うので、もし私が

間違っていたら申しわけないんで、そのあたり

また教えていただけますか。

それと、先ほど丸山委員が言われたように、

設置場所の情報提供ということであるんですが、

一部どこかの県か何かで、借地、借家じゃない

ですけれども、屋根の上を借りてやるという制

度もありますね。そういうところあたりを環境

森林部としてどういうふうにマッチングさせて

いくか。これは環境森林部がやるのか、商工サ

イドでやるのか、そこ辺はちょっと私もわから

ないんですけれども、そういう募集を募ってや

るという形もありますので、そのあたりもぜひ

積極的にやっていただきたいなというふうに思

います。私からは以上です。

○川野環境森林課長 今、十屋委員が御質問い

ただきました中小企業の売電の関係でございま

すが、自家消費と売電、両方可能と。余剰電力

の買い取り制度にのっかって自家消費以外の分

を売電するというやり方も可能ということでご

ざいます。

○徳重委員 資料２の10ページを見ていただき

たいんですが、先ほども同じような質問をした

んですが、環境の問題について、水質環境基準

について、生活排水処理率が81％という目標で

すが、現在66.9％と。どうしてもこれは100％を

目指すべきだという思いなんです。この数字を

見て―どうも公共下水道は相当金がかかる、

あるいは農業集落排水は採算が非常に厳しいと

言われております。100％を目指すということに

なりますと、合併浄化槽の率を上げるというこ

とが生活排水を完全処理していくための一番大

きなウエートを占めてくるんじゃないかと思い

ますが、いかがでしょうか。

○富永環境管理課長 委員のおっしゃるとおり

だと思います。合併浄化槽については、促進す

るために補助制度を設けまして、市町村に補助

をやっておりますので、それで合併浄化槽をど

んどんふやしていきたいということで考えてお

ります。

○徳重委員 それにしては、10年かかって10％

しかふえないということになりますと、金がか

かることはわかるんだけど、生ぬるいんじゃな

いかと。もう少しスピードを上げていくという

こととあわせて、法定検査の率だって、この数

字を見たら、約10年かかってほとんど50％しか

いかないというような理屈になる。結果的には、

合併浄化槽を進めることによってまた検査率も

上がってくることだし、この辺の整合性が余り

感じられない。50％という目標というのは、こ

れはおかしいんじゃないかなという気がしてな

らないんだけど、なぜ50％なんですか。

○富永環境管理課長 この環境計画は22年度に

作成されておりまして、そのときに使った数字

が20年度のこの13.1％という数字でございます。

当時これが―経過を申しますと、19年度が12.3

％、20年度が13.1％、21年度は14.2％というこ

とで、当時は年に１％ずつしか伸びていなかっ

た。それが、22年度から先ほど申しました啓発

事業を進めることによりまして、22年度に22.4

％まで、そして23年度は40.8％まで伸びたとい

うことで、急激に伸びたわけでございます。計

画策定当時には50％はとても高い目標だったわ

けですけれども、おかげさまで事業をやること

によりまして伸びてきたということでございま

す。

○徳重委員 そういうことであったら、あと10
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年かかって10％というのは余りにも低いんじゃ

ないですか。もうこれでいいという理屈ですか。

○富永環境管理課長 当時つくった目標値が50

％ということでしたものですから、50％目標に

今やっているところですが、当然ずっと上に行

く―究極的には、先ほど部長も言いましたよ

うに、100％を目指していくということになるか

と思います。

○徳重委員 先ほど資料も要求したところです

が、ほかの九州管内の県だって、85％、75％、65

％という、現在でもそういう状況なんですから、

何かしら、ここだけが非常に目標も、これが本

当の目標なのかと。目標というのはやっぱり100

％を目指すという目標に―ほかは全部100％に

たどり着くような努力をされる形が出ているの

に、ここだけが抑えられている。そして、さき

の質問でも申し上げましたとおり、50％という

のは、２人に１人は払わんでもいいというよう

な、こんな理屈につながるわけですから、何か

しらこの辺が、これを見る限り、数字を見る限

り、やる気がないと思わざるを得ない。私はで

すよ。皆さんどう思われるかわからないけれど

も。何かしら、本当にやる気があるのかなと。

少なくとも人並みなことをしておかなければ、

環境省に行かれたときに、それなりにおたくは

やっていないじゃないかと。実は、私は環境省

に調査に行って、担当の人とお話をしたときに、

「いや、宮崎が一番おくれているから、ちゃん

と注意をしました」と、その担当次長さんが私

にはっきりおっしゃったんですよ。宮崎県には

ちゃんと連絡して、少しでも法定検査率を上げ

るように、注意というか、ちゃんと申し上げま

したと明快に冒頭におっしゃったんです。そう

いったことを考えると、やっぱりそういったこ

とがほかのいろんな、環境行政に対する県全体

のいろんなものがあるでしょう、そういったも

のに対してまた影響が出てくるんじゃないかと

思っておりますので、こういう数字を見ると一

体何だったのかと。私も今までここ２年ぐらい

このことについて一生懸命考えて、いろんな人

と相談をしているんですが、ほかのところでで

きていることができないという理屈が納得いか

ないわけであって、もう少しこういった数字も、

目標も高く持ってやっていただかないといけな

いんじゃないかなと思っておりますが、いかが

でしょう。

○富永環境管理課長 おっしゃるとおりでござ

いまして、この計画を策定した当時には、50％

というのははるか高い目標だったわけです。13

％、14％台でずっと推移していましたので。基

金の事業がありましたので、22、23年、基金事

業を使って啓発事業を行った結果、40％になっ

たということで、すごく伸びたということであ

ります。

○松村委員長 ほかに質疑がないようです。

丸山委員から、できる範囲で各県との比較と

いう資料の要求がございましたけれども。

○川野環境森林課長 できる範囲でということ

で、しばらくお時間がかかるんではないかと思

いますけれども、よろしいでしょうか。

○松村委員長 わかりました。できるだけとい

うことで、委員の皆様には配付をよろしくお願

いしたいと思います。

質疑がないようでございますので、その他の

報告事項について終わります。

その他ということで何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようです。それでは、以上

をもって環境森林部を終了いたします。お疲れ

さまでした。
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暫時休憩いたします。

午後１時55分休憩

午後２時５分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

御苦労さまです。５日間に及ぶ一般質問も終

わりました。きょうから委員会でございます。

今回の議会においては、特に農政水産部の皆さ

んには、和牛日本一ということで一般質問の中

でも多くの皆さんが取り上げられましたし、一

方、この日本一が宮崎経済の本格的な復興にな

るんじゃないかと、新生へということですので、

その一番の柱だと思いますので、今後ともどう

ぞよろしくお願い申し上げます。

それでは、早速入りたいと思います。本委員

会に付託されました議案等についての説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

それでは、お願いいたします。

○岡村農政水産部長 農政水産部でございます。

よろしくお願いいたします。

説明に入ります前に、まず一言お礼と御報告

を申し上げます。

第10回全国和牛能力共進会におきまして、前

回大会に引き続き、宮崎牛が連続日本一になる

という成果を受け、去る11月23日に開催いたし

ました「日本一宮崎牛県民感謝祭」におきまし

ては、県議会より多数の御参加を賜り、まこと

にありがとうございました。この喜びを全共関

係者はもとより、県民全体でお祝いできたもの

と考えております。

また、11月16日に開催の「宮崎県農山漁村パー

トナーシップ推進大会」や11月18日に開催の「宮

崎県食育・地産地消フェスタ2012」、また12月２

日に開催の「宮崎県水産振興大会」につきまし

ても、松村委員長を初め、委員の皆様に御出席

を賜りまして、盛会のうちに終えることができ

ました。重ねてお礼を申し上げます。ありがと

うございました。

次に、御報告でございますが、昨日、農林水

産省から平成23年の農業産出額が公表されまし

た。本県の産出額は2,874億円、全国順位は前年

平成22年に引き続き、７位となっております。

お手元に資料をお配りしておりますので、お目

通しをいただければと存じます。

それでは、座って説明をさせていただきます。

お手元の環境農林水産常任委員会資料を１枚お

開きください。右側の説明項目をごらんくださ

い。農政水産部からは、議会提出議案が３件、

議会提出報告が１件、その他の報告事項が３件

ございます。

まず、資料の２ページをごらんください。議

案第１号「平成24年度宮崎県一般会計補正予算

（第２号）」についてでございます。今回の補正

は、国庫補助決定及び埋却地の早期の再生整備

に伴う補正であります。補正額につきましては、

平成24年度歳出予算課別集計表の一般会計の合

計の欄にありますように、２億732万3,000円の

増額補正をお願いしております。この結果、特

別会計を合わせた農政水産部全体の補正後の予

算額は361億4,742万9,000円となります。補正内

容の詳細につきましては、後ほど関係課長から

説明をさせていただきます。

次に、資料の３ページをごらんください。繰

越明許費についてでありますが、公共土地改良

事業など５事業で合計11億8,951万4,000円の繰

り越しをお願いしております。これは、国の予

算内示や用地交渉等に時間を要したことなどの

理由により、繰り越しが見込まれるものでござ



-38-

います。

次に、資料の７ページをお開きください。議

案第17号「みつばち転飼取締条例の一部を改正

する条例」、資料の８ページにございます議案第

３号「使用料及び手数料徴収条例の一部を改正

する条例」についてでございますが、国の法律

であります養蜂振興法の改正に伴い、条例の規

定の整備をするため、所要の改正を行うもので

ございます。

次に、Ⅱの議会提出報告書についてでござい

ますが、資料の９ページの損害賠償額を定めた

ことについてでございます。

最後に、Ⅲの報告事項であります。資料の10

ページから、葉たばこ廃作に伴う支援状況につ

いてを初め、３項目について御報告をいたしま

す。それぞれ関係課長等から説明させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。

私の方からは以上でございます。

○加勇田農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。平成24年度11月補正予算について御説明い

たします。

お手元の歳出予算説明資料の47ページをごら

んいただきたいと思います。農産園芸課の11月

補正予算額は、一般会計で１億9,692万3,000円

の増額となっております。この結果、11月補正

後の予算額は13億7,500万6,000円となります。

それでは、内容について御説明いたします。49

ページをごらんいただきたいと思います。（事項）

強い産地づくり対策事業費の説明の欄１の産地

再生関連施設緊急整備事業についてでございま

すけれども、これにつきましては、別冊の環境

農林水産常任委員会資料のほうで御説明したい

と思います。

委員会資料の４ページをお開きいただきたい

と思います。まず、１の事業の目的でございま

すが、本事業は、企業の資本力と県内の篤農家

が培ってまいりました栽培技術やノウハウを生

かしまして、省力化・省エネルギー等の設備を

備えた高度な施設の導入と収量・品質の向上技

術を融合させました生産性の高い大規模施設園

芸のモデル経営体を育成するものでございます。

事業の概要につきましては、５ページのポン

チ絵をごらんいただきたいと思います。今回、

全国でもトップクラスのピーマン栽培技術を

持っておられます新富町の篤農家の方とＪＲ九

州鉄道営業株式会社が新たに農業生産法人「Ｊ

Ｒ九州ファーム宮崎株式会社」を立ち上げたと

ころでございまして、それぞれの強みを生かし

た先進的なピーマン経営を開始されることとな

りました。今回の取り組みは、ＩＴ企業や地域

の関係機関・団体とも十分連携を図りながら進

めることとしておりまして、産地の生産力向上

にも貢献するものと考えているところでござい

ます。

整備の内容につきましては、①から③に記載

してございます。まず、①の1.73ヘクタールの

大規模な低コスト耐候性ハウス、②の自動開閉

装置や自動かん水装置といった省力化設備、こ

れに加えまして、さらに③でございますが、木

質ペレット暖房機や空気膜二層フィルムなどの

低コスト加温システムを国庫事業により導入整

備することとしております。これらの整備によ

りまして、気象災害の回避や、ＩＴ技術も活用

したきめ細やかな管理による適時適切な環境制

御、さらには燃油価格に左右されない経営等が

可能となりまして、省力・省エネ・低コスト化

はもとより、収量・品質の向上や安定生産が図

られるといった成果が期待されるところでござ

います。

県といたしましては、このような先進技術を
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備えた施設園芸の大規模モデル経営体を育成い

たしますとともに、栽培管理や経営に関する調

査分析を行いまして、そのデータを県内の施設

園芸の振興にも活用してまいりたいと考えてお

ります。

４ページにお戻りいただきまして、補正額は

１億9,692万3,000円、事業期間は平成24年度で

ございます。

農産園芸課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○日髙復興対策推進課長 復興対策推進課でご

ざいます。

お手元の歳出予算説明資料の51ページをお開

きください。復興対策推進課の11月補正額は、

一般会計で1,040万円の増額補正をお願いしてお

ります。その結果、補正後の予算額は５億1,465

万3,000円となります。

それでは、補正の内容につきまして、御説明

させていただきます。53ページをお開きくださ

い。（事項）口蹄疫復興対策事業費の1,040万円

の増額であります。内容につきましては、別冊

の常任委員会資料のほうで御説明させていただ

きたいと存じます。

委員会資料の６ページをお開きいただきたい

と存じます。埋却地再生活用対策準備事業でご

ざいます。本事業は、１の事業の目的にありま

すように、口蹄疫埋却地につきまして、来年４

月以降、順次、発掘禁止期間が終了することか

ら、農地として再生活用を図るため、早期に整

備着手が必要な埋却地を対象に実施設計を行う

ものでございます。

補正額は、２の事業の概要の（１）にござい

ますように、1,040万円をお願いしてございます。

今回の実施設計につきましては、（４）の事業の

内容にございますけれども、土地所有者の意向

等を踏まえまして、早期に整備が必要な埋却地

につきまして、実施設計を行うというものでご

ざいます。なお、米印のところにございますけ

れども、今回、実施設計を行う埋却地以外のも

のにつきましては、来年の４月以降、農家の要

望等を踏まえまして、早期に実施設計を行い、

迅速な整備に努めてまいりたいというふうに考

えておるところでございます。

復興対策推進課につきましては以上でござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。

○押川畜産課長 畜産課でございます。

続きまして、常任委員会資料の７ページをお

開きください。議案第17号の「みつばち転飼取

締条例の一部を改正する条例」についてでござ

います。

まず、１の改正の理由についてでございます

が、昭和30年に制定されました養蜂振興法の一

部が改正されたことに伴いまして、規定の整備

を行うために所要の改正を行うものであります。

２の改正の概要につきまして、題名の改正、

常用漢字への改正、それに報告事項の改正であ

ります。

３の施行日につきましては、国のほうの養蜂

振興法の施行期日に合わせまして、来年の１月

１日としております。

具体的な改正内容につきましては、議案書で

説明させていただきます。議案書の91ページを

お開きください。養蜂振興法の条文中の表記方

法が改正されたことに合わせまして、本条例に

つきましても、下線でお示ししましたとおり、

常用漢字に改正するものでございます。

次に、92ページをお開きください。同様に、

表記方法を常用漢字に変更しますとともに、国

の養蜂振興法が第９条に報告及び立入検査を新

設したことに合わせまして、本条例につきまし
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ても、第６条の見出しを「報告及び立入検査」

に改めまして、第７条に定める報告事項を第６

条に加えることとしております。これは、従来、

ミツバチの群を移動させます、いわゆる転飼の

状況や採蜜―蜜をとった量、それにハチの群

が巣の状況なり女王蜂の状況によりまして群を

分けて出ることがございます。これを分蜂と申

します。この分蜂の数や重量を報告するという

のが従来の条例でございましたけれども、今回、

条例の施行に必要な限度において、包括的な観

点から報告を求めるということができるように

改正を行うものでございます。

次に、常任委員会資料に戻っていただきまし

て、８ページでございます。議案第３号の「使

用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例」

についてでございます。

１の改正の理由につきましては、ただいま御

説明しました「みつばち転飼取締条例の一部を

改正する条例」と同様に、国の養蜂振興法の一

部改正に伴う改正でございます。

２の改正の概要につきましても、常用漢字へ

の改正、３の施行日につきましても、同様に法

の施行期日であります来年１月１日としており

ます。

具体的な改正内容につきましては、たびたび

申しわけございませんが、先ほどの議案書の11

ページになります。法の条文中の表記方法の改

正に合わせまして、同様に、下線でお示ししま

したとおり、常用漢字に改正するものでありま

す。

次に、13ページになります。同様に、別表第

２の329の項中の表記につきましても、下線でお

示ししましたとおり、常用漢字に改正するもの

でございます。

畜産課は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。議案等について質疑はありませんか。

○徳重委員 農産園芸課にお尋ねします。この

事業は、１万7,287平米―１町７反ということ

ですが、経営目標もあろうと思うんです。もう

おわかりだろうと思うんですが、どれぐらいの

目標を持った事業になるわけですか。

○加勇田農産園芸課長 高度な技術をここに集

中させるといったこともございます。また、篤

農家の方の技術を活用していくといったことも

ございまして、収量につきましては、現在、県

平均が大体10アール当たり10トンぐらいでござ

いますけれども、14トンぐらいの目標収量を設

定して取り組んでいこうという考え方でござい

ます。現に、この篤農家の方はそれぐらいのレ

ベルに達しているということもございますので、

一生懸命頑張れば14トンを達成できるのではな

いかなというふうに見てございます。販売額と

しましては、総額としまして、およそ１億円程

度を見込んでいるところでございます。

○徳重委員 これだけの経営をするということ

になりますと、相当、雇用が必要かと思うんで

す。これで発生する雇用というか、今まではそ

の篤農家の方は面積も少なかったかと思うんで

すが、このことをすることによって、約１万7,000

平米を経営するために何人ぐらいの雇用を考え

ていらっしゃるんでしょうか。

○加勇田農産園芸課長 現在、地元採用という

形で15名程度を予定しているというふうに伺っ

てございます。

○徳重委員 ＪＲと一緒にやられるわけです

ね。15名の中の正社員といいますか、臨時雇用、

パート、いろいろあろうと思うんですが、正社

員は何人ぐらいになる予定ですか。

○加勇田農産園芸課長 雇用される方、15名は
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正社員ではないという形だと思います。この法

人そのものが、地元の方―篤農家の方とあと

２人、３名で一応構成しているということでご

ざいます。

○徳重委員 ３名が正社員、あとは臨時雇用と

いうような考え方でいいわけですか。

○加勇田農産園芸課長 現在のところ、そういっ

たことで伺ってございます。

○徳重委員 立派なものが生産されるかと思う

んですが、このピーマンは既にどこかの市場な

のか、あるいはどこかのチェーン店なのか、そ

ういった契約栽培みたいな形になっているのか

どうか。

○加勇田農産園芸課長 出荷の計画といたしま

しては、地元のＪＡといいますか、積極的に一

緒に活動していきたいということもございまし

て、８割程度をＪＡに出荷、いわゆるグリーン

ザウルスピーマンとして出荷したいという意向

と伺っています。それから、残りの２割につき

ましては、ＪＲ独自のブランドという形で、Ｊ

Ｒ系統の関連飲食店等に契約販売を行いたいと

いうふうに伺ってございます。

○徳重委員 基本的にはピーマンだけなのか、

あるいはほかの作物も考えていらっしゃるもの

か、教えてください。

○加勇田農産園芸課長 現在のところ、ピーマ

ンは、およそ２ヘクタールということになりま

すけれども、非常に大規模なものですから、こ

れをまずはしっかりとやっていきたいというふ

うに伺ってございます。ピーマンのみというこ

とです。

○福田委員 いつかはこういう日が来るだろう

なと思っていましたが、本県は比較的企業の農

業生産参入が今までなかったんですが、幾つか

はありましたけれども、ＪＲ九州は九州各県で

展開されていまして、比較的評判のいい農業生

産法人ですから、安心はしておるんですが、農

業者の減少をこういう形で埋めていくパターン

がふえてくると思うんです。例えばトマト業界、

トマトのほうにおいては、日本のトップブラン

ドのカゴメあたりが青果のほうにも進出してい

るようですね。私は、これは本県において本格

的な大法人の農業参入のスタートかなと見てお

るんです。これが成功するかしないかは非常に

大事です。そこで、これはＪＲ九州ファームが

前面に出ていますから、経営権はＪＲ九州ファー

ム―ＪＲ九州が持つんですね。

○加勇田農産園芸課長 ＪＲ九州ファームが持

ちます。

○福田委員 そうしますと、篤農家も、名前も

ちゃんとわかりますが、おおよそ見当がつくん

ですが、やはり大規模なピーマン経営をされて

いるんです。それは別でこれに加わっていくと

いうことですか、どうですか。

○加勇田農産園芸課長 篤農家の方は、自分の

ところの経営とは別にという形でございます。

○福田委員 技術的な参加、そういうふうに理

解していいわけですか。

○加勇田農産園芸課長 基本的には、技術的な

部分をこの篤農家の方が担っていくという形に

なると思います。

○福田委員 冒頭申し上げましたとおり、こう

いう形で農業者の減少を穴埋めしていく一つの

試金石になろうと私は見ているんですが、県と

して、幾つかありましたけれども、本格的なこ

ういう大手の法人の参入は初めてのようですか

ら、どのように今後こういう問題に取り組んで

いかれるのか、その辺をちょっとお聞きしたい

ですが。

○工藤連携推進室長 今、委員からございまし
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たように、大企業が本県に農業参入をしてくる

というようなことで、いろいろとお問い合わせ

がございます。実は、平成21年度に農業振興公

社に基金を造成しまして、１Ｔの会社とか貿易

会社等が本県の農業に参入するというところで、

支援を県としてもしております。担い手の減少

が進む中で地域の産地活力を維持するために、

地域の農業者と協力した形でのこういう企業参

入というものを県としても今後はやはりしっか

り検討しながら、進めていく必要があるという

ふうに考えてございます。

○福田委員 私は、これは阻止できない当然の

流れと見ていますから、何も異議を申している

わけじゃないんです。私、苦い経験を持ってい

るんです。今から約30年前、ちょうど本県の養

鰻がブームのときです。これはまだ法律も何も

整備されておりませんでしたが、当時、佐土原

と新富、両方にまたがりまして、大手商社が、

全部インテグレート方式で入ってきたんです。

三菱関連の飼料会社、三井関連の飼料会社、そ

ういうぐあいに、東食関連とか中部とかですね。

それが養鰻不況に陥ったとき、一斉に手を引い

て、コンビを組んでおった―養鰻家というの

は全部農家ですから、稲作転換から入ってきた

人ですから、全部倒産に近い状態になりました。

もちろん、金融面で地元の金融機関初め、ＪＡ

等も参画しておったんですが、痛い目に遭いま

したね。でありますから、当時とは随分、社会

環境、状況も変わっていると思いますが、ぜひ、

そういう参画された篤農家が痛い目に遭わない

ように、紳士的な企業ですから、そんなことは

ないと見ているんですが、しかし一方では養鰻

のケースがありますから、日本を代表する商社

系列がばたばたやっていったんですから、その

辺をしっかり見守っていって、指導してほしい

なと考えております。これからこういうケース

がいっぱい出てくると思いますから、篤農家と

そういう企業―農業生産法人との直接のセッ

トは厳しいと私は思うんです。そこにやっぱり

行政なりＪＡなり入って、しっかりサポートし

なければ、せっかく参入した法人も困るし、コ

ンビを組んだ農業生産者も困る。そして、本県

の農業振興の面からも悪影響が出ますから、今

回の口蹄疫でも皆さん方は、企業の農業参入が

どういうものであるかということをしっかり体

験されたと思いますから、その辺を考えて指導

監督をお願いしたいと考えていますが、直接の

担当課長、どのようにお考えですか。

○加勇田農産園芸課長 委員の御指摘のとおり

だと考えております。この事業は、ＪＲ九州か

らお話があった時点から、地元の町役場、ＪＡ、

振興局普及センター、全て関係機関・団体が集

まりまして、月１回程度の打ち合わせ等も入念

に繰り返してやってまいりました。そういった

つながりといいますか、連携も十分とれている

と考えておりますので、今後とも、そういった

連携をしっかり深めながら、この事業がうまく

成功するように、また地元にきちっと定着して

いくように指導をしてまいりたいというふうに

考えております。

○福田委員 わかりました。

○丸山委員 引き続き、このことについてなん

ですが、現地の農業生産法人とＪＲ九州がタイ

アップしないとできない事業だったのか、例え

ばＪＲ九州だけ、ファームでできた事業なのか、

整理して聞かせていただきたい。というのは、

基本的には企業が農地を買えないとか、農地の

規制があったというのがあって、ファームがつ

いているから、株式会社みたいな―ＪＲ九州

というのはすごい企業なものですから、その辺
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のコラボレーションがうまくできたのはなぜか

なというのを含めて、ちょっとお伺いしたいと

思っていますけれども。

○工藤連携推進室長 このＪＲ九州ファーム宮

崎株式会社は、農業生産法人として９月３日に

登記をしてございます。先ほど農産園芸課長か

らございましたように、正社員が３名、常時雇

用が15名というようなことでこの事業を展開す

るということでございます。篤農家の方は正社

員の中に入っていらっしゃいまして、ＪＲ九州

から出向する形の社員の方が２名、それと新富

の篤農家の方が１名というようなことで農業生

産法人を設立しております。そういうことで、

農業者とＪＲ九州の本体のほうから出向された

社員の方で農業生産法人を設立して、この事業

計画に着手したという経緯でございまして、十

分、事前に話をさせていただきまして、また農

地の集約につきましても、地元のＪＡ児湯が農

地保有合理化法人というような立場の中からア

ドバイスもいただいたというふうに伺っており

ます。そういうことで、地域全体としてこの計

画をつくり上げてきたというふうなことで考え

ているところでございます。

○加勇田農産園芸課長 ＪＲ九州は、基本的に

は九州各県に法人を設立しているわけでござい

ますけれども、その根底にございますのは、地

域貢献といったものが一つ目的としてあるとい

うふうに伺ってございます。そういったことも

ございまして、宮崎におきましても、地元の方

と一体となって農業を展開していきたいという

お話がございました。そういった中で、先ほど

連携推進室長からございましたように、地元の

ほうと、行政も入り団体も入りという中で検討

してきた結果、こういったような形が生まれて

きたということでございます。

○丸山委員 続きまして、埋却地再生のことに

ついてなんですけれども、この1,000万の予算ぐ

らいで、埋却地は90何ヘクタールあったと思う

んですが、どの程度をとりあえず早目にやって

いこうという趣旨なのか。これが手始めであっ

て、恐らくこの後もどんどん再生をしていかな

くちゃいけないと思っているんですが、そのこ

とについて少しお伺いしたいというふうに思っ

ているんですが。

○日髙復興対策推進課長 今回の1,040万円の中

で対象とします埋却地につきましては、現在、

現状把握調査ということで、現地で調査してお

るところでございますけれども、そういう調査

結果なり、土地所有者の意向等を踏まえながら、

早期に整備が必要な埋却地について取り組もう

ということで、現在、精査を進めているところ

でございます。現段階での現状把握調査の結果

なり、それから意向等を踏まえたときに、現段

階では約50カ所から70カ所程度の方々が早期の

整備を希望しておられるということでございま

して、268カ所のうちの50～70カ所が希望してお

られるというところでございます。この部分に

つきまして、対応できる限り予算の範囲内で対

応させていただきたいというふうに考えている

ところでございます。

来年度以降につきましては、当然、埋却地を

再生した後の作付の状況であったりとか、利用

の状況なり、農家の意向であったりとか、そう

いう現況調査を進めていく中で、少しでも優先

して整備しなければいけないというものについ

て、順次、実施設計を行ってまいりたいと考え

ています。

○丸山委員 今、50～70カ所を先行してやりた

いということだったんですが、特にその中で気

になっていますのは、農業開発公社が持ってい



-44-

る土地が塩漬けになったら大変だなと。10年間

ぐらいは無利子でいけるというふうに聞いてい

るんですが、農業開発公社でも50カ所から70カ

所のうちに何カ所かあるものなんでしょうか。

○日髙復興対策推進課長 公社の所有しており

ます土地につきましては、基本的に公社が所有

していて、耕作を希望するもしくは購入を希望

する農家がいて、その方々の作付計画がどうい

うものかというところをまず考えさせていただ

きたいというふうに考えてございまして、そう

いう買い受けの意欲のある農家が、しかも早期

に作付をしたいということであれば、当然、今

回の現況調査なり、農家の意向といったものの

中で、優先的に実施計画なり実施設計なりを組

ませていただくというような順位になっていこ

うかというふうに考えてございます。

○丸山委員 公社の場合は相手先がいるという

ことでなかなか難しいのはわかりましたけれど

も、できるだけ実施設計―これが多分モデル

的になるんじゃないかなと思っています。恐ら

く石がいっぱいあるところ、少ないところ、た

だトラックで回せばいいところ、ばらばら出て

くるんじゃないかなと思っているんですが、そ

ういうモデルが全部でき上がってきて、大体の

単価がわかってくるというようなことで―今

後、改めて農地を復活したい、農地として活用

したいというときに、モデル的になるというこ

とで考えてよろしいんでしょうか。

○日髙復興対策推進課長 確かに、今、委員の

ほうから御指摘ございましたように、現段階で

はどういうような形状になっている、もしくは

どれだけ経費がかかる、実際、整備事業として

ですね、こういったところが全くわからないと

いうところもございまして、その一つのモデル

という形では、今回、50カ所程度から70カ所程

度の部分というものの実施設計を組むことに

よって、大体の当たりがつけられるかというふ

うに考えてございます。ただ、どうしても埋却

地につきましては、個々それぞれの形状なり、

それぞれの石れきの状況なり、こういったもの

がございますので、個々の実施設計をやってい

かなければ実際の数字というのは積み上がらな

いということも懸念されているところではあり

ます。

○丸山委員 この1,000万は、あくまで設計する

ことであって、プラスこの後に、来年７月だと

思うんですが、それからかかるお金というのは、

国のほうがどれぐらい―５分の１でもとかお

願いしていますけれども、それが出てきて手出

しがどれくらいとなりますので、農家負担が１

ヘクタール当たりどれくらいというのがもうわ

かっているんでしょうか。

○日髙復興対策推進課長 まず、今回のこ

の1,040万の補正でお願いしたいというふうに考

えてございますのは、先ほど委員のほうからも

御指摘ございましたように、あくまで工事を発

注するための、いわゆる実施設計を組むという

ものでございまして、この中で、例えば埋却地

ごとにどれぐらいの工事が必要だという設計書

を組み上げていくというものでございます。後、

来年度以降の実際の整備に当たりましては、現

在、国のほうに対しまして、整備事業に対する

助成というものをお願いしているところでござ

いまして、国のほうにおきましても、家畜衛生

総合対策事業というものの中で対応をしていた

だけるというような文言が入ったところでござ

います。具体的な中身につきましては、現在調

整中ということで聞いておりますけれども、そ

ういった中で、例えば家畜伝染病予防費という

ようなカテゴリーの中にもし入るとすれば、そ



-45-

れは今のスキームと同じような形で、国・県２

分の１というような形になってまいろうかと思

いますし、今後の調整の状況次第というところ

でございます。

○丸山委員 口蹄疫からの本当の復興というの

は、農地まできれいに復興してからが本当の復

興・再生だというふうに思っておりますので、

農家のほうが、本当に使いたい人が復興できる

ような形に早急に道筋を立てていただきますこ

とをお願いしたいと思います。

○中野委員 埋却地の復旧は、この間、新聞を

見ていたら、江藤代議士が質問をして、何か復

旧予算がつくようになったとか、新聞に載って

いなかったですか。よく見らんかったけれども、

どんなふうに書いてあったですか、新聞は。

○日髙復興対策推進課長 新聞に書いてあった

具体的な文言まではちょっと記憶してございま

せんけれども、確かに、今、委員からお話しい

ただきましたように、埋却地の再生整備につい

て一定の措置をするというような方向で検討し

ているというような書き方だったというふうに

記憶してございます。

○中野委員 よく考えると、国の補助なんて、

逆に、もう既にしたものはだめですよというよ

うなことにならんとも限らんですね。代議士は、

やったやったと、口蹄疫の再生復興予算をとっ

たとか、そんな感じで、私は見とったんだけど。

○永山畜産・口蹄疫復興対策局長 再生整備で

きるのは来年の４月以降ということになります

ので、その予算については25年度予算、これに

ついては国からしっかり負担をしていただきた

いということで今お願いしておりまして、概算

要求の中で項目的には盛り込まれました。幾ら

になるかというのはこれからの予算編成次第と

いうことでございまして、県とか農家が損をし

ないようにしっかり働きかけていきたいという

ふうに思っています。

○中野委員 例の復興基金から出すということ

じゃないんですね。

○永山畜産・口蹄疫復興対策局長 国に一定の

割合を求めます。県の負担分をどこから出すか

というのは、これは県の財政当局との財源論と

いうことになりますので、いろんな工夫をしな

がら進めていくことになるんではないかなとい

うふうには思います。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

ないようですので、私、一言ちょっと、農産

園芸課長、今度の大規模なハウスなんですけれ

ども、このハウスの設備についての地産地消は

どのような内容なのか。例えば、ハウスは宮崎

県産なのか、二層フィルムは多分、宮崎県産な

んでしょうけれども、あと、ペレット暖房機、

宮崎県産ではないとは思いますけれども、県産

なのかと。こういうハウスを使う上では、全て

の設備を県外じゃなくて、設備が大規模になれ

ばなるほど宮崎県で調達できるものもあるん

じゃないかということです。産業化というのも

大事なので、こういう資材に関しても地産地消

という形で農政サイドも考えていけるかなとい

う思いでちょっと質問をしたいんですけれども。

○加勇田農産園芸課長 実施主体のほうで当然、

入札という形というふうに考えておりますけれ

ども、そういった地産地消といった考え方は確

かにあるかというふうに考えておりますので、

そういった考え方も地元のほうには伝えていき

たいと思っております。

それから、ペレットにつきましては、基本的

には県産のペレットを使いたいというふうに考

えているところでございます。できるだけ、資

材等につきましても、県内で調達できるような
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形で考えていければというふうに考えておりま

す。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

○鈴木農政企画課長 委員会資料の９ページを

お開きください。損害賠償額を定めたことにつ

きまして、御報告が１件ございます。

県有車両による交通事故の御報告でございま

す。平成24年７月11日に交通事故が発生いたし

ました。場所は市道でございまして、信号機を

保護するガードパイプに衝突したという物損事

故でございますので、相手方が日南市という形

になってございます。損害賠償額は11万6,000円

ということでございまして、任意保険によりま

して全額支払い済みということになってござい

ます。

御報告は以上でございます。

○松村委員長 説明が終了いたしました。報告

事項についての質疑はございませんか。

○丸山委員 額が少ないからじゃなくて、事故

をされた方の責任をしっかり明確にしてほしい

ということを前回の議会でも言ったところなん

ですけれども、事故をされた方は、保険に入っ

ているから県の保険で払えばいいではなくて、

ちゃんと責任を持ってほしいということで議会

のほうから話をしたんですが、この事故をされ

た方に対して注意勧告とか何かされたものなん

でしょうか。

○鈴木農政企画課長 法律的な責任―賠償と

か求償とかいうことに関しましては、今回の事

案につきましては必要ないという判断でござい

ます。要は、故意でありますとか、交通違反に

伴います交通事故とか、そういった場合には、

県のほうから運転者の方に賠償していただくと

いうようなことがございますけれども、今回の

ことについては、不注意ではあったわけですけ

れども、それ以上のものではないということで、

法律的な責任について問うということはしてご

ざいません。もちろん、事故を起こした職員に

関する注意喚起等々については、やっておりま

す。

○丸山委員 ぜひ、この報告がない議会が来る

ように、しっかりと注意喚起、毎月とか、どの

ようにすればいいのかというのをやっていただ

きたいということをお願いしておきます。

○松村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですので、次に、その

他の報告事項に関する説明を求めます。

○加勇田農産園芸課長 委員会資料の10ページ

をお開きいただきたいと思います。葉たばこ廃

作に伴う支援状況についてでございますが、御

案内のとおり、昨年の廃作募集から１年余りが

経過したところでございまして、本年産の葉た

ばこ収納も終了しましたということでございま

す。一つの節目でもございますので、その実績

と、品目転換された農家への支援など、取り組

みの概要を報告させていただきます。

まず、１の葉たばこ廃作及び平成24年産の生

産状況でございますが、昨年度は436戸、716ヘ

クタールの廃作となり、24年産は前年の約半

数359戸、744ヘクタールとなったところでござ

います。

次に、２の平成24年産葉たばこ生産実績であ

りますが、（１）の概況にありますように、５月

から６月にかけての冷え込みによる病害や長

雨・日照不足による充実不足が発生いたしまし

たけれども、10アール当たりの収量は212キログ
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ラムと、３年ぶりに200キログラムを超えたとこ

ろでございます。これにより、（２）の表にお示

ししておりますように、全体の生産量や販売額

は、廃作で面積が少なくなりましたので、かな

り減少いたしましたが、10アール当たりの販売

額は41万5,000円、１戸当たりでは850万円余り

と、大きく回復しておりまして、不安定な生産

が続いておりました近年の中では、比較的優良

な実績となったところでございます。

次に、３の葉たばこ廃作に伴う共同利用施設

の財産処分の状況でございますが、本県では、

国庫補助事業で整備された施設のうち、耐用年

数以内にある５カ所の施設が財産処分の手続を

要する施設となったところでございます。この

ため、県では、これらの施設の財産処分に当た

り、補助金返還が免除される特例が適用される

よう、個別案件ごとに国との協議を行ってまい

りました。その結果、①の４カ所につきまして

は、補助金返還の免除など、農家の負担が生じ

ない形で財産処分を行うことができたところで

ございます。②の残り１カ所につきましても、

同様に農家負担が生じないよう、現在も国との

協議を鋭意進めているところでございます。

11ページでございます。４の転換品目の状況

でございますが、表にありますように、葉たば

こにかわる品目の作付見通しができる５月の時

点での調査でございますが、露地野菜を中心に

約520ヘクタールの品目転換の面積が確認された

ところであります。主な転換品目といたしまし

ては、カンショ、里芋、バレイショのほか、児

湯地域を中心に深ネギ、加工用ホウレンソウな

ど、新たな品目の取り組みも見られたところで

あります。

次に、５の転換品目推進のための支援内容で

ございますが、まず、昨年の８月に県段階で葉

たばこ廃作に伴う対策会議を設置し、その後、

９月には、各地域にも葉たばこ構造改革支援緊

急プロジェクト会議を設置いたしまして、支援

体制を整えたところでございます。この地域プ

ロジェクト会議を中心といたしまして、２つ目

の丸にありますように、転換品目等について廃

作農家の意向調査を行い、その調査結果を踏ま

えまして、地域ごとに契約取引の品目を中心と

した作付を推進し、あわせまして、３つ目の丸

でございますが、関係機関と連携を図りながら、

栽培講習会や巡回指導を実施し、技術の習得を

支援してきたところであります。また、４つ目

の丸にありますように、品目転換に係る経営改

善計画の策定等についても支援を行い、さらに

は無利子の農業近代化資金や、国及び県の補助

事業の活用による農業用機械の整備などを推進

してきたところでございます。

最後に、６の今後の対策でございますが、引

き続きまして、収益性の高い品目や加工業務用

で需要が見込まれます焼酎原料用カンショ、加

工用ホウレンソウなどの品目の導入を支援いた

しますとともに、各地域の優良事例を検証いた

しまして、さらなる農業所得の向上に向けた経

営転換モデルの普及定着を図ってまいりたいと

考えております。

説明は以上でございます。

○日向寺漁業・資源管理室長 漁業・資源管理

室でございます。

それでは、水産資源の利用・管理について御

報告させていただきます。

常任委員会資料の12ページをお開きください。

ここでは、去る10月10日に宮崎県資源評価委員

会の第２回目の資源状況の評価が公表されてお

りますので、その御報告とあわせまして、本県

が行っております資源管理の仕組みについて御
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説明をさせていただきます。

まず、１の本県の水産資源の利用及び管理に

ついてでございますが、本県の漁業におきまし

ては、さまざまな場で御説明させていただいて

いるとおり、漁獲量は年々減少傾向にあるとこ

ろでございます。このため、県では、昨年度に

「第五次宮崎県水産業・漁村振興長期計画」を

策定したところでございまして、この中で、も

うかる漁業の実現のため、水産資源の適切な利

用管理を基本施策に掲げ、それまでの体制を見

直し、新たな体制として立て直しを図っている

ところでございます。

まず、平成22年度まで本県で行ってきた資源

管理の問題点につきまして、（１）のこれまでの

状況で御説明させていただきますが、従来まで

の管理は、マダイやヒラメといった数種類の主

要魚種に限定をし、そして、一たん決定した管

理方法につきましては、計画期間中は変更せず

に厳格に継続するといった硬直的なものでござ

いました、しかし、この方法では、漁獲のほか、

環境の変化によっても変化する資源の状況に十

分な対応ができず、その結果としまして、漁獲

量の減少に歯どめをかけることができなかった

ものと考えております。

こうした問題点を踏まえまして、（２）にお示

ししました見直しを行ったところでございます。

主なポイントでございますけれども、まず、資

源に関する情報を公表し、情報を共有すること、

それから、多様な本県沿岸漁業の特性を考慮し、

対象種を可能な限り拡大すること、そしてさま

ざまな状況変化に対応するため、常に見直しを

行うという柔軟な取り組みとしたところでござ

います。

見直しの結果、構築した体制を資料の中ほど

の図にお示ししてございます。まず、①で宮崎

県資源評価委員会というものを立ち上げており

まして、ここで資源状況の評価を行っておりま

す。②でその結果を本県の資源管理の基本的な

方向性を定めた資源管理指針に反映させ、漁業

者はもとより一般県民にも広く公表しておりま

す。続いて、③で漁業者や県はこの指針に基づ

きまして資源管理の計画を策定し、④でそれを

実行するということになってございます。

そして、ここからが最も重要な改正点でござ

いますが、その実行した結果に基づきまして、

再び①に戻りまして、資源管理の取り組みの成

果を資源状況の変化から評価いたしまして、そ

の結果を②の指針に反映させ、③の計画の見直

しを促していきます。これらのことによりまし

て、従前の課題でございました資源の状況に応

じた資源管理の取り組みが行われることになっ

ております。

続いて、２の水産資源の利用及び管理の取り

組み状況について御説明させていただきます。

まず、（１）の資源評価委員会につきましては、

昨年10月に第１回の委員会を、ことし８月に第

２回の委員会を開催しておりまして、それぞれ

評価結果を県のホームページなどで公表してい

るところでございます。

委員会資料13ページをごらんください。（２）

にことしの資源評価委員会によって示されまし

た資源評価結果と、それに基づきます今後の資

源管理の方向性についてお示ししてございます。

表には、左から、評価を行った魚種、次に、そ

の魚が多いか少ないかというのを意味する資源

水準、その次に、その魚がふえているか減って

いるかを意味する動向、そして、その資源の状

況に応じた資源管理の方向性を示してございま

す。

表の上段にございますカマス、ハモ、オオニ
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ベ、これは資源水準が高位、つまり資源が豊富

にございまして、動向も増加もしくは横ばいと

いうことでございますので、資源状況は極めて

よく、積極的な利用を進めていくこととしてお

ります。

次に、アマダイとマダイにつきましては、こ

れは資源水準が低位で動向も減少となっている

ことから、資源回復に向けた管理計画の策定や

資源減少の原因究明と、これまでの管理方法の

見直しを検討中でございます。

次のカサゴにつきましては、資源水準が中位、

動向は横ばいとなっており、資源回復計画によ

る管理措置を継続するとなっておりますが、こ

の内容につきましては、後ほど詳しく御説明を

させていただきます。

次に、ヒラメにつきましては、資源水準は中

位で、減少傾向にございますが、小さな魚をと

り過ぎている傾向がございますので、小型魚の

再放流の取り組みを強化しているところでござ

います。

次に、イセエビにつきましては、県全体の資

源水準は高位で、横ばいとされておりますが、

地域的には資源の悪化の兆候も見られているこ

とから、地域別の資源状況を精査いたしまして、

地域別の管理方法を検討、導入を推進してまい

りたいと考えております。

最後に、チダイほか６種につきましては、資

源水準が中位から低位で、減少傾向も見られま

すが、当面の間は、資源状況の変化を監視しな

がら、操業日数や使用漁具などを現状以下に抑

える管理を進めることとしております。

続きまして、３の資源回復モデルの具体例を

御説明させていただきます。先ほどの資源評価

のところで触れましたが、カサゴにつきまして

は、平成17年度から宮崎海域カサゴ資源回復計

画に取り組んでおります。（１）の資源管理に取

り組む前の状況でございますけれども、カサゴ

は地先型の、誰でも自由に漁獲できる資源でご

ざいまして、平成元年ごろからわずか10年ほど

の間に資源状況が悪化いたしております。また、

カサゴを目的とした周年操業によりまして、子

持ちの親魚から小さい魚までもが漁獲されまし

て、資源評価の結果、０歳から２歳の若い年齢

の魚の資源量が減少していることがわかってき

ております。

そこで、漁業者の合意に基づきまして、次の

内容の資源回復計画を策定し、管理措置に取り

組んでまいりました。まず、①で、小型魚の資

源加入を促進し、資源の底上げを図るため、18

センチメートル以下の小型魚の再放流、産仔期

の禁漁、毎年30万尾以上の人工種苗放流を行い

ました。次に、②でございますが、資源全体の

水準を回復するために、カサゴを最も多く漁獲

するカサゴはえ縄漁業による漁獲量の上限を設

定し、とり過ぎを抑制いたしました。次に、③

でございますが、資源の適正利用を促進するた

め、カサゴはえ縄漁業を承認制として、資源利

用の状況を把握するとともに、主体的な管理体

制の醸成を図っております。

（３）管理の効果につきましては、小型魚の

再放流や人工種苗の積極的な添加によりまして、

０歳から２歳魚の資源量が増加しておりまして、

資料下段の右のグラフにお示ししましたように、

資源回復計画に取り組み始めてから資源量は右

肩上がりとなっておりまして、回復の兆しが見

えてまいっております。また、資源評価委員会

からも取り組みは妥当との評価を受けておりま

して、今後は、目標値の達成を目指しまして、

基本的な方向性に沿った管理措置を継続するこ

とといたしております。以上でございます。
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○押川畜産課長 委員会資料の14ページをごら

んください。県産食肉の販売力強化・消費拡大

への取り組みについてでございます。

目的でございます。今回の第10回の全共で宮

崎牛日本一２連覇ということでございました。

この絶好の機会を逃すことなく、関係団体と一

体となりまして、「チームみやざき」として口蹄

疫からの復興を全国にアピールするとともに、

宮崎牛を初めとした県産食肉の魅力を県内外に

強く広く発信していくということでございます。

実施時期につきましては、平成24年11月から25

年３月まで、概要につきましては、大きく３つ

に分けて、そこに記述しております。

まず、（１）が県内プロモーションでございま

す。特に県内の消費者の皆さん方へのアピール

ということで、まず、①「宮崎牛日本一２連覇！」

みやざきのお肉消費拡大キャンペーンというこ

とで、29日から展開しております。報道等で御

存じかとも思いますが、関係団体等に協力を依

頼しまして、ポスター・のぼりなど販促資材の

提供を行いまして、県内産食肉の消費拡大の機

運を向上させるということで、県内どこに行っ

ても、こういったポスター・のぼりが見えて、

宮崎県では県産の食肉をみんなで食べていると

いう状況をつくっていきたいと考えております。

②宮崎牛の創作料理発表会でございます。こ

れは、従来、宮崎県で多うございました焼き肉

という食べ方に加えまして、新たに、新しい食

べ方を提供するということで消費拡大に結びつ

けたいと考えておりまして、創作料理発表で新

たなレシピ等を開発していきたいと考えており

まして、第１回を12月11日に予定してございま

す。

③が県内のイベント等の活用でございます。11

月18日の食育・地産地消フェスタ2012、12月９

日の青島太平洋マラソン、そのほか現在で５件

ほどのイベントに対しまして、試食・ＰＲの実

施を予定してございます。

次に、（２）の県外プロモーションでございま

す。今回の全共２連覇につきまして、県内での

取り上げ方は非常に多うございますけれども、

関東を中心にして、まだまだ首都圏には知られ

ていないということがございますので、特に大

消費地の東京、大阪、福岡においては、宮崎牛

を初めとした県産食肉の販売促進フェア、商談

会、イベント、これを組み合わせまして、単な

る単発のフェアに終わることなく、それが後々

の連絡といいますか、あちらとの関係がつなが

るように考えてまいりたいと考えております。

同様に、フェア等に合わせまして、知事なり経

済連の会長なりに出ていただきまして、トップ

セールスを実施したいと考えております。③で

は、効果的な広告・パブリシティーの展開とい

うことで、全国版のマスコミ等々になりますと

かなり経費が高うございますので、パブリシ

ティーの展開ということで効果的なＰＲを行っ

てまいりたいと考えております。

（３）が海外輸出対策でございます。みやざ

き東アジア経済交流戦略に基づきまして、現在、

宮崎牛等を出しております香港、マカオを中心

に、今後期待されますタイ及びシンガポールな

どへの輸出販路の開拓を考えております。また、

対米輸出につきましては、従来の全農系のルー

トを含めまして、ほかのルート等もあわせて検

討してまいりたいと考えてございます。

以上のような概要でやっていこうということ

でございますが、この件につきましては、県だ

けでは当然できません。関係団体と力を合わせ

るということでやっていきたいということで、

それを形にするということで、宮崎牛及び県産
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食肉販売戦略会議というものを11月13日に立ち

上げました。関係団体は、ＪＡ宮崎中央会、Ｊ

Ａ宮崎経済連、株式会社ミヤチクにあわせまし

て、今回は商工会議所連合会、商工会連合会に

も参加をいただきまして、新たな目線から一緒

になって、このＰＲなり戦略を練っていきたい

と考えております。なお、この食肉販売戦略会

議は、先ほど言いました13日に設置しまして、

その後、26日には、その下部組織でありますワー

キングチームの会議を行いまして、具体的な計

画の策定に入っているところでございます。

畜産課からは以上でございます。

○松村委員長 その他の報告事項に関する執行

部の説明が終了いたしました。その他の報告事

項について質疑はありませんか。

○丸山委員 葉たばこのことについてお伺いし

たいんですけれども、まず、ことしはどうにか、

多少前年からすればよかったなと思っています。

やめられた方が約716ヘクタールなんですけれど

も、４番に書いてある何らかの転作が518ヘク

タールということで、200ヘクタールぐらい差が

あるんですが、このかなり大きな面積がどうなっ

たんだろうなと。耕作放棄地になってしまった

のか、どういうふうになったのかというのがわ

かっていれば教えていただきたいんですけれど

も。

○山内営農支援課長 716ヘクタールのうち

約520ヘクタールは、５月、ほぼ夏作が確認時点

での調査でございます。あと200ヘクタールのこ

とでございますが、葉たばこの場合は、大体50

％ほどが、いわゆる小作地ということで、借地

等がございます。もちろん、転作品目等に係る

形でその辺のところは引き続き活用されている

ということもあろうかと思いますけれども、一

部小作地については、もとの地主のほうに返還

されたものも含まれているというふうに思って

おります。

なお、農業委員会等のほうの主要なところで

の調査というか、聞き取りでは、耕作放棄地化

しているというような事例は特段聞いてはいな

いところでございます。

○丸山委員 本当に何かがつくられていればい

いんですが、耕作放棄地になってはいないのか、

非常に心配しましたので、その後、フォローアッ

プもぜひしっかりとしていただければありがた

いのかなというふうに思っております。

引き続き、全共のことでお伺いします。やる

ことはわかったんですけれども、予算が、ひょっ

としたら11月に補正予算が少しでも出るのかな

というような思いもあったんです。恐らくミヤ

チクを初め、経済連、そちらのほうの予算とか、

これまでの既存予算を使うのかもしれませんけ

れども、何らかの補正予算があってもおかしく

なかったんじゃないかなと思っているんですが、

既存予算で十分足りると―２連覇できて、ス

タートダッシュが一番重要だから、どんとやる

べきだというふうに私は思っていたんですが、

予算的には大丈夫なんでしょうか。

○押川畜産課長 委員御指摘のとおり、予算に

ついてまだ十分ではないんではないかという御

意見をいろいろ承っているところでございます。

先ほど申し上げました概要、計画についてでご

ざいますけれども、まだまだ計画中のものもご

ざいますし、あわせまして、特に県外プロモー

ションにつきましては、国の農畜産業振興機構

等々の事業を使うということも可能性としてあ

るようですし、既存の県の消費対策事業、あと、

先ほどおっしゃいました団体が持っています従

来からやろうとした事業をそれぞれ持ち寄りま

して、今どういった立て直し方をすれば予算が
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十分使えるのか、不足する分はどういうふうに

なるのかというのをまさに今、検討している最

中でございます。そういうことで今回の補正予

算という形にはならなかったものでございます

けれども、引き続き検討をしながら実施してい

きたいと思っております。

○丸山委員 この２連覇を生かさないと―５

年前にもとったんですけれども、多少ブランド

力がついてきて、だけど、本当に農家の所得向

上なりというのがはっきり見えないというよう

なこともあるものですから、やはり最終的には

消費をどうやって伸ばしていくのかということ

になると、いろんな媒体とか、海外に持ってい

くとか、スタートダッシュをしっかりやってい

ただきたいというふうに思っております。戦略

会議がありますので、何らかのこういう方向性

でこれまでと違ったやり方が出てきたというの

があれば教えていただきたいんですが。

○押川畜産課長 新たなアイデアということで

ございますが、今のところ、書いております概

要の中の特に県内につきましては、①の消費拡

大キャンペーンでございます。これにつきまし

ては、従来、県産牛肉なり豚肉を使っていただ

いておりました指定店等々が300ほどございます

が、今回は関係団体―それぞれの商店なりレ

ストランなり小売店舗13団体、県内の団体にお

願いいたしまして、その傘下であります2,000弱

の小売店にこういったグッズを使うということ

で、できるだけ費用をかけずに効率的に、その

後、皆さんで盛り上げていっていただくという

ような形でやりたいというのが一つございます。

あと、②にありますが、先ほど申し上げました

ように、食べ方についてどうもよくないんじゃ

ないかというか、一つにこだわってしまってい

て広がりがないので、家庭で肉を消費できるよ

うな形、新たな展開、レシピというのも一つご

ざいます。

体制といたしましては、先ほどありました戦

略会議、その下のワーキングチームにつきまし

て、従来ですとどうしても団体だけ、県だけと

いうことがございましたので、それをワーキン

グチームという形で設けまして、なおかつ、そ

の中で県外の県の事務所と関係団体の事務所が

県外でもワーキングチームというのを組み上げ

て、一緒になって営業なりに回るというような

新しい形にしたいと思っております。大体、今

のところはそういったことが新たな切り口かと

思ってございます。

○丸山委員 宮崎県は確かに和牛日本一という

のはわかるんですが、消費に関しては、データ

によると、宮崎市しか出てなかったと思うんで

すが、全国20数番というぐらいしかなくて、で

きればこれが上位に、できれば１番になるよう

な形になると、ギョーザでいうと日本一を争っ

ているとか、それぐらいになって注目を集めた

りとか、そういうふうに消費のほうも―まず

地元消費をしっかり喚起することを県内でも

やっていただきたいのと、県外に持っていった

ときに、どうしても佐賀牛とか鹿児島牛という

のが何となく強いようなイメージを持ってしま

うものですから、ぜひ、今回はこの２連覇をう

まく使っていただいて、全国の消費量もリーマ

ンショック以来かなり落ちてきて、ＢＳＥ以来

落ちていますけれども、これを戻していくため

にも、宮崎の牛をどうやって売っていくのかと

いうのを真剣に考えていただいて、来年度の新

規事業で、お金が足りませんのでここに予算を

つけたいという、光るものを出していただきた

いというふうに思っています。関係者だけじゃ

なくて、できれば外からの意見、県外にいる人
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たちの意見を、宮崎牛を食べたいとか、どうやっ

たら食べやすいかというのももうちょっと聞く

チャンスをふやしていただければありがたいか

なと思っているのですが、その辺の考え方はで

きないんでしょうか。

○永山畜産・口蹄疫復興対策局長 委員言われ

たとおり、今回はチャンスだと思っています。

前回、十分に生かし切れないまま口蹄疫という

ことで落ちてしまいましたので、しっかり生か

して、これが農家の所得向上につながるように

ということで、まず県内の消費拡大について、

やはり食べ方の問題と、観光業界でどう活用し

ていただくか等々が大事な観点ではないかなと

いうふうに思っています。

県外につきましても、さまざまなアピールの

仕方がありますけれども、今回、生体での東京

への出荷等も経済連のほうで始めたところで、

宮崎牛としての適正な評価をしていただくこと

で、農家の所得向上というふうなこと、あるい

は販路の拡大ということも取り組もうとしてお

ります。

思い切った措置をということでございます。

年度内につきましては、先ほど畜産課長が申し

上げましたように、既存のものあるいは国のも

のを活用しながら、一方で口蹄疫の復興ファン

ドもございますので、そのあたりを有効に活用

しながら、しっかりと取り組みを進めていきた

いというふうに思っております。

○丸山委員 本来、ことし、スタートダッシュ

を切りたいんですが、予算的には今の範囲だと

いうことですので、来年度は本当にスタートダッ

シュを切っていただくように、牛だけじゃなく

て豚を含めて畜産がまた農業全般を引っ張って

いただくようにお願いしたいというふうに思い

ます。

○福田委員 まず、葉たばこ廃作ですが、支援

対策はよくやっていただいていると思います。

たまたま、ことし、転換した土物類の価格が大

暴落をしまして、大変ショックであったと思い

ます。特に里芋等が安かったんです。たばこ廃

作の主産地が意外と中央部にあるんですね。私、

びっくりしたんですが、この宮崎市、かつての

田野、清武、そして中野委員の国富、その辺が

土物の産地でありますから、もともと従来、土

物に経験の深い産地でしたから取り組まれたん

ですが、内容的にはやっぱり厳しかったですね。

そこで、私はずっと見ていまして、高齢者の

世帯の廃作農家は、３年に１回ぐらいの市況が

当たれば何とかなると考えていますが、後継者

が若い世帯については、今やっていただいてい

るように、やはり施設園芸かあるいは和牛の繁

殖か、この辺しかないかなと思って、特に今、

施設園芸の施設等についていろいろ対策を打っ

ていただいておりまして、感謝を申し上げてお

りますが、やっぱりこの希望が非常に多いよう

ですね。ぜひ、要望でありますが、その辺の手

当てをしてやってほしいと思います。今、十分

追っかけながらやっていただいておりますが、

ハウスあるいは繁殖の和牛、これしかないかな

と考えております。

それから、もう１つですが、今、永山局長の

ほうから非常に大事な問題を―本会議でも農

政水産部長が答弁されていましたが、ちょうど

前回の全共のチャンピオンをとったとき、なぜ

宮崎県の牛は首都圏で売れないのかということ

で、我が会派の希望者で15～16人ですか、首都

圏の調査をしました。品川駅から歩いて10分の

ところに東京都の芝浦食肉市場があるんです。

そこで、４年前、我々が聞かされたことは、宮

崎の牛ということは知っていると、しかし首都
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圏の食肉市場で枝肉としてはそうたくさん流通

しないんだと。関東市場の特性として、生体で

持ち込んで、ここで処理をして、また場合によっ

ては、その芝浦のブランドがついたものを関西

まで持っていく、そういう不合理な流通体系が

しみついていると。ただ、いかんともしがたい

ということを、本音をおっしゃっていただきま

した。事実、私どもが子牛で販売しています東

北地方の産地がそれぞれの地域のブランドの名

前になって、芝浦屠場に生体で来ているんです。

今回、よく決断されたなと思って、当時、私

どもは、宮崎県内の食肉処理場のことも、操業

のこともありますから、余り強く言えなかった

んですが、決断したからには成功してもらいた

いと考えております。その大きな原因は、なぜ

ですか、むしろ生体は産地で処理して消費地に

持っていったほうがいいんじゃないですかとい

うことを私はしつこく食肉市場の関係者にお聞

きしたんですが、びっくりしたんですが、気づ

かなかったんですが、内蔵ビジネスですね。内

蔵ビジネスの成功は仙台の牛タンに代表されま

すが、東京2,000万人の消費人口は、内蔵を居酒

屋等を中心に非常に使っておると。これが取ら

れた枝肉は首都圏では商品価値がない、そうい

う話でありましたから、私、今、永山局長の生

体販売を聞いて、よかったなと考えているんで

す。どういうぐらいの比率まで持っていかれる

んですか。首都圏でブランドをつくるというの

はやっぱりそこしかないようですね。宮崎の牛

がいいらしいということは風聞されているんで

す。ところが、現実にそれが流通していないか

ら。どういう、そこまで決断に至った……。

○押川畜産課長 東京市場への生体出荷でござ

います。従来、幾らか列車に乗って関西、関東

に行っていた時代もございますけれども、委員

御指摘のとおり、県内で屠畜してブロックにし

て出したほうが県内にお金が落ちるということ

が一つ。あと、関東、関西に持っていく間の輸

送費の問題、それと牛の減耗等々ございまして、

今のような形にしておりました。ですが、今回

のような宮崎牛としてのブランドがある程度見

込めてくれば、生体で持って行って宮崎牛とし

て評価していただいて、それが東京市場の卸を

通じてまた横に広がっていくという新たな評価

の仕方が出てくるというふうに考えたことで、

今回、試験的ではございますけれども、今のと

ころ月に１車の予定で動いておりますが、でき

ましたら、よその銘柄を持っておりますところ

みたいに、週に１車とか、そういった形でふや

していけないかというのは、経済連なり団体と

まだまだ協議していかなければいけない部分と

は思います。ただ、先ほど言いました輸送費の

問題を考えますと、ある程度の評価をできる牛

をそろえないと逆に農家の負担になってしまう

ということもございますので、あわせて十分検

討してまいりたいと思っております。

○福田委員 私どもから見ると非常に不合理な

売り方のように考えていたんですが、しかし、

相手がそれを要求すれば応えざるを得ないと。

しばらくは不安定な販売状況が続くかもしれま

せんね。その辺をしっかりフォローしてあげる

ような体制づくりをしてほしいと考えておりま

す。ぜひ、２回目のチャンピオンですから、こ

れを生かすと。日本の５分の１の消費人口を持っ

ている地域で成功させてほしいと思います。以

上です。

○十屋委員 水産の資源管理のことで先ほど説

明があったんですが、いただいた委員会資料の13

ページの下の表は、2001年から2003年でがくっ

と急激に漁獲量が落ちているんですけれども、
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そこから放流数が逆に急激に上がって、そこま

で資源を投入しても伸びてこないと。ここの基

本的なところで、それぞれ上の表によると少し

は書いてあるんですが、原因としてはどういう

ふうに捉えられていらっしゃいますか。

○日向寺漁業・資源管理室長 今、委員の御質

問でございますけれども、原因といたしまして

は、いわゆるとり過ぎ、乱獲であったのかなと

考えております。それと自然環境の変化ですと

か、そういったところもあるのかなと考えてお

ります。

○十屋委員 とり過ぎと一言で言われると、あ

あ、そうかで終わるんです。これまでも17年か

ら21年までに計画的にやられていたりしている

んですけれども、それでもとり過ぎという言葉

が当てはまるのか、ちょっとそのあたりが納得

いかないんですが。それから、自然環境という

のは、一時期言われたように、山からの栄養分

がなくなったり、自然災害が海に流れて藻場が

死んだりとか、そういう具体的な話はあるんで

すが、例えばイセエビなんかは、ことし、ここ

に書いてあるように、日南のほうでは小型化し

ていて、県北のほうではそうではない状況があ

る。こういうあたりはもう少し細かく分析する

なり、ただ一言でとり過ぎと片づけられてしま

うと―ここに載っている魚種だけではなくて

いろんなものにかかってくるので、もう少し細

かな分析等はしていらっしゃらないですか。

○日向寺漁業・資源管理室長 その辺の資源状

況の評価でございますが、宮崎県資源評価委員

会というのを立ち上げて、そこで評価を行って

おりまして、例えば過去の漁獲データですとか、

いわゆる漁獲努力量でございますが、網をどの

くらい引いたですとか、網を何回投入したです

とか、細かいデータなども積み上げて、資源水

準、資源動向という評価は行っているところで

ございます。

○十屋委員 評価委員会はそういう評価でしょ

うけれども、では、やっている漁師さんたちは、

例えばなぜ減ったのかとか、自分らがとり過ぎ

て減ったと自覚されているのか、ほかの原因を

考えていらっしゃるのか、そういうアンケート

等をとったことはございますか。

○日向寺漁業・資源管理室長 資源評価におき

ましては、漁業者の方ですとか、そういう方に

もいろいろ聞き取りなども行っておりまして、

また管理におきましても、漁業者の皆様方と話

し合いをしながら、こういった管理をしていこ

うということで行っておりまして、漁業者の皆

様方にもとるのを控えていただくとか、そういっ

たお話もしているところでございます。

○十屋委員 例えば、上の表のアオリイカとか

コウイカとか、イカの魚礁を県として海底に設

置したりとかしているところがあって、それが

一部壊れた時期もあったやに思うんですけれど

も、今回、浮き魚礁の話も一般質問でもたくさ

ん出ましたが―自分たちが一生懸命やってい

るけれども、結果的にそれが漁獲高といいます

か、資源がふえていっていないという、そのあ

たりがあって、もう少し細かく原因というか、

そういうものを分析するべきじゃないかなとい

うふうに思うんです。県が設置した魚礁の状況

とか、そういうのは定期的に管理なり、目視す

るなり、そういうことはされているのか、ちょっ

と教えていただけますか。

○成原水産政策課長 カサゴの事例で今、漁業・

資源管理室長のほうが説明いたしましたけれど

も、この魚種は、平成17年から資源評価に基づ

いた、ここに説明してあるような小型魚の採捕

をやめるとか、あわせて小型の種苗放流をする
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とか、いわゆる管理方針に基づいて管理がなさ

れている魚種でございます。その前に、原因論

というのは調べていまして、ここに書いてあり

ますように、若い魚の資源が減少しているんだ

という診断を下しています。若いところを中心

に守っていこうという取り組みになってござい

ます。この右側のグラフが示してあるように、

一たん落ちましたけれども、その取り組みが効

果を発して右肩上がりに転じたという状況でご

ざいます。

○十屋委員 右肩上がりというのは、右の表の

ことを言っていらっしゃるんですか。

○成原水産政策課長 下の右側のグラフが2001

年ぐらいで最低になっていまして、それから右

肩上がりだと思いますけれども、その状況でご

ざいます。

○十屋委員 文字で「横ばい」と書いてあるん

ですけれども。

○成原水産政策課長 資源評価の場合に、一定

の水準、基準を設けないといけないものですか

ら、その物差しに当てますと横ばいなんですけ

れども、現実的にいうと徐々に増加していると

いう評価をいただいています。

○十屋委員 担当課は、ふえていると。評価委

員会は横ばい―基準があって、そこからが横

ばいという話なんですね。上がったけれども、

そこからが横ばい、そういうふうに解釈してい

いですね。わかりました。字と言っていること

が違ったものですから、済みません。

これからの方向性としては、ここに書かれて

いるとおりだと思うんですが、漁獲がどうして

も少なくなると、今、燃油高騰でどうのこうの

とたくさんあるので、これは一つの例でカサゴ

を出されていらっしゃるんですが、厳しく26年

度まではきちんとそういう資源管理をやるとい

うことですね。

○成原水産政策課長 この仕組みの中で、平成26

年までは一たん計画していますので、そこまで

実施しながら、評価を繰り返していくというこ

とを続けてまいります。その経過として適正な

レベルに上がればそれで終わるでしょうし、終

わらなければ別の対策を変更して立てていくと

いうことになります。

○十屋委員 わかりました。

○中野委員 委員会資料の14ページ、県産食肉

ですが、今回、宮崎牛日本一２連覇はすごいな

と思うんですけれども、よく考えると、私も１

週間前、国富の牛の皆さんと飲み方をしたけれ

ども、全然、話は何も出なかった。そんなもの

ですよ、一般の人は。この宮崎牛というブラン

ド、一般の人はＡの３なんてうまいなと食って

いるけれども、皆さんからいうとＡの３という

のは宮崎牛じゃないんですね。逆に、そこ辺が

ようわからんのだけど、今、例えば枝肉で県内

で落とされる分と県外に行く分、これはどんな

割合になっていますか。

○押川畜産課長 県内、県外の数値でございま

す。全体で出荷量が８万5,000頭弱でございます

けれども、県内56％、４万7,000、残りの44％の

３万7,000弱が県外です。

○中野委員 ちょっとごめんなさい。肥育、枝

肉。

○押川畜産課長 枝肉です。今の頭数で県内で

屠畜される分が56％、県外屠畜場に行くのが44

％です。

○中野委員 県内で屠畜されても県外に枝肉で

行く分があるじゃないですか。そういう数字は

ないわけ。

○押川畜産課長 ただいま手元には持ってござ

いませんが、先ほどありました県内の場合は、
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ほとんど大部分はミヤチクの工場になろうかと

思いますが、それから県内、県外の仕分けの数

字は今、手元に持ってございません。

○中野委員 やっぱりそこ辺の数値をしっかり

―要は宮崎で生産された肥育はどこかで売れ

ているわけだ。宮崎牛として売れるか、そのほ

か何だろうか、Ａ３は宮崎産だろうか。

○押川畜産課長 Ａ４、Ａ５―４等級、５等

級は宮崎牛でございますが、その下で宮崎和牛

というブランドもありますし、いわゆる宮崎県

産牛という形で持っておられる方もございます

し、それぞれ個人の方である程度の銘柄を持っ

ておられる方もございます。

全体の県外への先ほどの流れですけれども、

今回、経済連等と戦略会議をやる中で反省点で

出てきましたのは、関東から向こう、いわゆる

東に向かって行っている量がほとんどない。要

するに、関西から九州側というのが県外でも宮

崎県の場合、多うございますので、先ほどの中

にもございましたように、今後は、首都圏の人

の一番多いところを狙って、関東なりに持って

いけるようにということでございます。

今、手元に来たデータでいきますと、関東が

先ほど言いましたように11％、関西が30％、九

州が26％、県内が３割という形でございますの

で、県内、九州内、関西で25％から30％ずつ、

関東は１割程度ということのようでございます。

○中野委員 今、宮崎牛は、ミヤチク、経済連

もやっていますけれども、プロモーションとか、

トータルで宮崎牛宣伝費というのは何ぼぐらい

使っているんですか。

○押川畜産課長 今回のということでございま

すか。

○中野委員 年間予算。

○押川畜産課長 申しわけございません。準備

いたします。

○中野委員 私は、こんな方法をずっと20年以

上見たり聞いたりしてきているわけです。もう

ちょっと宣伝のやり方というのは、１軒１軒洗っ

て、１カ月に１軒宮崎牛を扱ってもらうのを探

すとか、そういう方法もあるだろうけれども、

逆にテレビ等でがんがんやって、一般消費者が

欲しい、そこに行ったらなかったとか―いろ

んな方法があると思うんです。どうも行政といっ

たら、自分たちが足を運んで宣伝しようとか、

何かイベントに行ったりとか―もうちょっと

いろんな工夫があるんじゃないかなと私は思う

んだけれども、そこ辺、今まで、名前は変わっ

ているけれども、毎年毎年やり方は大体似たよ

うなことじゃないですか。それと、いろんな課

でそれぞれ牛をやったりするけれども、そうい

うのはやっぱりどこかでまとめて宣伝費は幾ら

ぐらい使っているというのを出したりせんと、

いろんなところでやったり、商工でもしたりす

るけれども、トータル的に予算として何ぼある

かという、有効に戦略を練るべきだと私は思い

ますけれども、後はもういいです。

それともう１つ、牛の皆さんと話すと、そう

いう賞をとって牛の子は値が上がったんですが、

牛を養っている人に、肥育の人に、「今、牛はい

いですね」と言えん。枝肉が上がらんと。そう

すると、今後やっぱり肥育が減るんじゃないか

と心配している。今、肥育の頭数とかいうのは

口蹄疫後どんなになっていますか。

○押川畜産課長 肥育牛の頭数でございます。

現在のところ、県内農家数で580戸の10万6,000

頭というのが現状でございます。

次に、先ほどの宮崎牛の売り方についてでご

ざいます。委員のおっしゃったような反省点が

今回よく見えてきたということで、先ほど言い
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ました戦略会議等で、農業関係でなくて商工会

議所等々の御意見も伺いながら、新たな切り口

でのＰＲを心がけていきたいと思っております

ので、また御協力をよろしくお願いしたいと思

います。

○中野委員 口蹄疫前と今の差はわかりますか。

○押川畜産課長 口蹄疫前と後の数字が、ちょ

うどその時期時期というのはございませんが、

ほぼ回復といったように報告を受けております。

○永山畜産・口蹄疫復興対策局長 全共２連覇

を踏まえて子牛の価格が上がったのは大変いい

ことなんですが、おっしゃるとおり、肥育農家

にとってみれば厳しい状況になっているという

ことでございます。この販路の拡大につきまし

ても、枝肉価格をどう上げていくか、そのため

に販路を拡大し、なおかつ先ほどの生体出荷も

申し上げましたけれども、評価額を上げていく

というふうな取り組みが必要だと思っています。

これまでいろんな方策をやってきて上がってこ

なかったものですから、その評価も踏まえなが

ら、さまざまな方策を組み合わせてしっかり取

り組んでまいりたいというふうには思っていま

す。問題意識としては十分持っているつもりで

はございます。

○徳重委員 畜産課にお尋ねしますが、先ほど

福田委員がお話しになりました。私も一緒に調

査に行った経緯がありまして、東京で、宮崎は

いい牛がとれるということはわかっているけれ

ども、ほかの米沢牛とか、鳥取牛とか、佐賀牛

とか―佐賀牛なんかがたくさん入っているん

です。芝浦屠場でおっしゃったことは、やはり

継続的に来ないとどうしようもない、売りよう

がないと。宮崎牛は優秀な牛、日本一だと言わ

れても、基本は、消費者があそこに行ったらこ

の肉が買えるんだという定時・定質・定量の原

則、それが原則だと思うんです。必ず宮崎牛が

あるぞというようなものでない限り、ブランド

になっていかないと思うんです。10万6,000頭、

今おるということでしたが、先ほどの数字から

いくと、８万5,000頭とおっしゃったから、この

数字かなと思っていたのに、なぜ10万6,000頭な

んですか。

○押川畜産課長 先ほど申し上げました10

万6,000頭というのは、いわゆる飼養頭数でござ

いまして、要するに、その調査をかけた時点で

肥育農家の牛舎内にいた頭数でございます。先

ほど申し上げましたもう１つのほうの８万5,000

という数字は年間出荷頭数ということになりま

す。

○徳重委員 わかりました。定時・定質・定量、

これがずっと続かないとブランドにならないと

思いますときに、宮崎県で、肥育した農家の皆

さん方でそれだけの体制がとれるんですか。

ちょっと教えてください。

○押川畜産課長 定時・定量のお話でございま

す。確かに、先ほど申し上げました試験的に出

しているものは当然足りませんので、どの程度

向こうに持っていくとメリットがあるか、デメ

リットも含めて考えながら、次は、少なくとも

あの店に行けば必ず宮崎牛が置いてあると。な

かなか広うございますので、全部に行き渡ると

いうことは難しゅうございますけれども、ポイ

ントポイントを置きまして、必ずこういったこ

とで宮崎牛が食べたいとか買いたいということ

であれば、置いていただける店を徐々にふやし

ていきたいということで、そこは今後の営業の

ポイントになろうかと思います。

○徳重委員 わかるんですけれども、私も一遍、

本会議で質問をしたことがあるんですが、叙勲

のお祝いに帝国ホテルに泊まったら、すばらし
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い肉を食べさせていただいた。日本一のホテル

の最高の肉が宮崎牛だったと。おいしいからメー

ドさんに聞いてみたら、ちょっと待ってくださ

いと。料理をされる方に聞いたら、宮崎牛です

と。これがうれしくて、自分の叙勲よりうれし

かった、こういうことでした。

確かに、いい肉が東京に行ったら喜ばれるん

です。そのことを考えたら、やはり、いっとき

はいろんなことがあるでしょう。買いたたかれ

たりすることもあるかもしれませんが、そういっ

たちゃんとしたルートをつくっておくというこ

とが大事じゃないかなと。この際、そういうシ

ステムをつくって、東京に、関東にも売り出す

ぞと、ちゃんとした広告塔も建てるぞというよ

うな形、例えば大阪の堺にある南海グリルさん、

あそこは宮崎牛というのぼりをいっぱい立てて

いただいて、かなりの販売量があるんじゃない

かと思うんですが、ああいう形のものを東京に

もやっぱりつくるべきじゃないかなと。でない

とブランドにならないと思うんです。幾らこっ

ちで、一部のものは、いい牛、いい肉だと言わ

れても、ブランドになっていかない。全体の底

上げができない。やはりそれだけの量を確保で

きるような生産農家も育てるということが大事

かなと。例えば、子牛を北海道に持っていった

り、あるいは山形に持っていったり、ずっとさ

れています。それが地元で生産できて、ちゃん

とした立派な肉ができる、牛ができるんだった

ら、それだけでも相当な経済効果というのはあ

るわけですから、この際、何とかブランドをつ

くるための方策をいろいろ考えてほしいなと

思っているんです。いかがでしょう。

○永山畜産・口蹄疫復興対策局長 宮崎牛を初

めとして県内の畜産物をしっかり売っていくと

いう意味では、関東市場は最も重要なターゲッ

トであるというふうに思っております。先ほど

申し上げたように、どちらかというと関西以西

でこれまで勝負をしてきた部分がありますから、

しっかり取り組んでいきたいと思っています。

これまでやってきました宮崎県内で屠畜をし

て食肉加工して出すというのも、県内に雇用を

生み、付加価値を生んでいくわけですから、そ

れなりのメリットは大きいものがあると思って

います。それに加えて、先ほど申し上げたよう

なさまざまな取り組みを進めることで、関東市

場の卸を使って販路を開拓していく等の措置も

必要になると思います。もう少し大きくＰＲを

するということで、広告等をどう打っていくか

ということも必要になると思っています。まさ

に、先ほど申し上げました販売戦略会議のとこ

ろで今その議論をやっていますので、できるだ

け早く答えを出して、できるものから取り組ん

でいきたいというふうに考えております。

○徳重委員 ぜひ、頑張っていただきたいと思

います。

○松村委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 質疑がないようでございます。

それでは、その他、何かありませんか。

○十屋委員 資源の話で申しわけないんですけ

れども、内水面のウナギの禁漁期間が設けられ

ましたね。新聞紙上で見ただけなので、詳しく

御説明いただきたいのが一つと、宮崎だけがやっ

ているんじゃないと思うので、全国的に一緒に

やらないと、資源は宮崎だけにウナギがいっぱ

いいるわけじゃないので、そのあたりはどうな

のか、詳しく御説明いただけますか。

○日向寺漁業・資源管理室長 今の委員からの

御質問でございますけれども、ウナギの資源管

理につきましては、本県におきましては、つい
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先日までパブリックコメントを行っておりまし

たが、全長25センチを超えるウナギにつきまし

ては、毎年10月１日から12月31日までの間は禁

漁ということで、これは宮崎県内水面漁場管理

委員会というところの委員会指示という形で発

出することを考えております。

全長25センチ以下のウナギにつきましては、

これは、いわゆるウナギの稚魚ということで、

宮崎県の内水面漁業調整規則などで既に漁獲禁

止にはなっているところでございます。今回こ

ういった措置をとった経緯につきましては、現

在、シラスウナギが３年連続不漁ということに

なっており、そのためにはまず何が速効的な対

策かと申しますと、川を下って海に産卵に戻る

ウナギの数をふやすということで、今回、産卵

で下るウナギが出現いたします10月から12月の

間、この３カ月間を禁漁ということで、委員会

指示を発出したいということで考えてございま

す。

ウナギの資源管理につきましては、また委員

からもお話ございましたとおり、例えば宮崎の

川を下ったウナギが産卵して、生まれた子供が

全部宮崎県に帰ってくるわけではございません。

ほかの県も同様で、日本全国、また東アジア全

域にシラスウナギは散らばっていきますので、

本県だけ資源管理をやっても、ほかの県、また

ほかの国あわせて資源管理を行っていかなけれ

ばならないものだというふうに考えてはおりま

す。そのため、水産庁のほうでも、今、各県に

対しまして、資源管理の措置を行うようにとい

うことで、いろいろ要請が出されているところ

でございます。ちなみに、ほかの県では、いわ

ゆる自主管理ということで、親ウナギの保護で

すとか、シラスウナギの採捕期間をちょっと短

くするですとか、そういうことを行っていると

いうように聞いてございます。以上でございま

す。

○十屋委員 一度教えてほしいんですけれども、

宮崎だけじゃないとは思うんですけれども、全

国的に先ほど言われた水産庁の中で自主管理と

いうことで各県にお願いしているベースなのか、

規制をぼんとかけてしまうのか、そのあたりが

ちょっとわかりづらいんです。やっぱり県民の

方、とる方もいらっしゃると思うんですが、個

人で魚釣りが好きな方は、11月から12月につい

ては余りそういう動きもないのかもしれないん

ですが、自分の経験からすると、やっぱり結構

とっている方がいらっしゃいます。そのあたり

に啓発もしなきゃいけないと思うので、そうい

う動きとしてどうなのかというのが一つ知りた

いのと、それから、商業ベースでやる方はほと

んどいらっしゃらないと思うんですが、個人で10

匹とか20匹とかとる方はたまにいらっしゃるん

です。そういうときに誰かが規制するのかどう

か、例えば河川組合にお願いするのかどうなの

か、その辺はどういう取り組みをされるのか、

お聞かせいただけますか。

○日向寺漁業・資源管理室長 親ウナギの資源

管理につきましては、水産庁のほうからいろい

ろ要請が出ていると先ほど御説明させていただ

きましたが、これはあくまでも各県が自主的に

やってくださいということで要請が出されてい

るところでございます。また、本県につきまし

ては、今、内水面漁場管理委員会の指示という

ことで、公的な規制ということになってござい

まして、これは内水面の漁業者の方だけではな

くて、一般の県民の方、皆さんが、この期間は

とったら委員会指示の違反ということで、場合

によっては罰則がかかってくるということに

なってございます。
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○十屋委員 そういう規制が公的にかかるんで

すけれども、それを一般の県民の方々は多分ま

だ全く知られていないと思うんです。そのとき

に、たまたま組合の人が見て、小さいのをとっ

ていたとか、それが見つかったときは、何か規

制があるからということだけで、ばしっと違反

ですよということを言うのか、そのあたりはど

ういう取り組みをされるのかなというふうに

思っているんです。

○日向寺漁業・資源管理室長 公的な規制で罰

則もございますので、まず県民の皆さんに周知

徹底を図っていくということはもちろんでござ

います。それから、内水面漁場管理委員会の指

示、これは違反をした場合は、まず１回目は指

導というような形でございまして、１回目の違

反につきましては、その時点で知事のお名前で

指導が出るということになっておりまして、２

回目以降、同じ行為を繰り返しますと、罰則が

かかってくるということになってございます。

○十屋委員 どなたがその役をするのかという

のがちょっと聞きたかったので、なぜ言うかと

いうと、この期間だけじゃなくて、河川の中で

漁業権がある人とない人がいて、そこで現実問

題としてトラブっているわけです。そうしたと

きに、幾ら組合員の方がその人に違法だという

ことを言っても、やめないんです。そこで警察

が立ち会ったにしても、指導というか、注意す

るだけで、罰則がないんです。だから、イタチ

ごっこで、なかなかそこが解決しないので、通

常の10月１日からこの期間だけじゃなくて、とっ

ていいときでもそうやって違反をして、漁業権

を持っていない方がとるという行為に対して、

組合員の方々が一生懸命指導するなり、言うん

だけれども、それがなかなか直らない。そうい

う状況がある中で、この期間がもう少し厳しく

なってきたときに、組合員の方々にそれをまた

お願いするのか、誰か別な方がその任を担うの

か。啓発をしても、取り締まることができるの

かどうかという心配もあるわけです。そのあた

りは具体的にどういうふうにされるのかという

ふうに、そのあたりをお聞きしたかったんです。

○日向寺漁業・資源管理室長 今回発出する予

定でございます内水面漁場管理委員会の指示、

これはあくまでも公的な規制でございますので、

取り締まりのほうは県のほうでやっていくとい

う形になってございます。漁業者の皆さんがそ

ういう現場を発見されても、県のほうに通報し

ていただいて、県のほうで対処していきたいと

いうふうに考えてございます。

○十屋委員 県職員のところまで通報されて、

そこにとどまっていてくれればいいんですけれ

ども、なかなか現実問題として―当然そこは

警察の公権力というところに頼らざるを得ない

ところになるのかなと思っています。誰かが発

見して、通報して、来るという、この時間的な

差とかもろもろ、現実問題としてなかなか厳し

いんだろうなというふうに思うんです。だから、

やはり啓発ということを中心に据えていって、

宮崎は養鰻されている方も全国でも１、２位を

争うぐらいのところなんだから、そういう意味

からも、やっぱり資源管理しましょうという呼

びかけをしなければ、罰則だけではなかなか効

果がないのかなと、正直な話、思っていますの

で、そのあたりちょっと力を入れていただけれ

ばというふうに思います。

○成原水産政策課長 全容としては、今、漁業・

資源管理室長が申し上げたとおりなんですが、

具体的に言いますと、現場に県職員がいつもい

るわけではありませんので、現場ではやはり漁

業権管理をしておられる漁業者の方々が第一発
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見者ということになると思います。そこの運用

の部分は、写真を撮影していただくとか、ある

程度の証拠を保全していただいて、それをもっ

て管理委員会の中で議論をして、違反というこ

とが確認されれば、１回目は直ちに違反という

ことではなくて、知事から、今後守りなさいと

いう命令が出されます。その後にもう１度違反

をすると罰則がかかる仕組みになっていますの

で、そのあたりの現場の指導のあり方とか、周

知徹底の仕方とか、その辺を今後、内水面の漁

業組合の方々ともいろいろと協議をしながら、

具体的に対応していきたいと思っております。

○十屋委員 頑張っていただくしかないです。

これはなかなか難しいところなんです。

○松村委員長 ここで委員の皆様にお諮りしま

す。

本日の日程は４時までとなっております。時

間がまもなく４時でございますけれども、この

まま委員会を続けてもよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 異議なしということでございま

すので、このまま委員会を続けさせていただき

ます。その他でほかにございませんか。

○中野委員 もう要望でいいですけれども、今

度の議会でも口蹄疫復興という言葉が大分出ま

した。口蹄疫復興という言葉が出るたびに、ど

うもアレルギー症みたいになるんだけど、口蹄

疫の状況の実態というのをしっかり見てもらい

たい。畜産農家でいえば、児湯・西都地域、殺

処分された農家、そして県内の農家は移動禁止

になった。そして、その人たちに対してどうい

う補償があったかというと、殺処分は80万平均

であった。あとの農家には10万とか、町によっ

て違うわけね。10万とか15万、20万とか、町村

から金が出たり、券が出たり。今度は補償分が530

億、あと70億ぐらい資材、人件費、だから資材

を売ってもうかった人もおるわけ。逆に、皆さ

んも本当に苦労した割にはわずかな時間外は出

たりもしている。一般サラリーマンはそれなり

に―自分の会社がそれで影響を受けたところ

はそんなに一般的にはわからんけれども。そん

なことを考えると、口蹄疫復興とか―最初は

復旧という言葉もあるけれども、何を復興する

のかというのが俺の単純な疑問なんだけれども、

復興というからには、さっきも頭数を聞いたけ

れども、口蹄疫前の畜産頭数に戻していくのか、

いろいろ県の方針を見ると、牛を飼う面積によっ

て少なくしたほうがいいという話もあるから、

頭数は減るのかなと思ったり……。問題は、一

つは殺処分される前の畜産頭数、そこ辺をどう

するかという大きな畜産―今、農業産出額、

あれもどんと落ちているし、3,070億から2,800

億、そこら辺の目標もあるし、やっぱり復興と

なると、いつも言うように、一般の商売をして

いた人たちは全くそのときの赤字というのは、

一応終息したけれども、景気がよくなる話じゃ

なくて、赤字はそのまま引きずりながら経営し

てきているという現状……。

そういう中でいろんな事業があるけれども、

例えば観光でいえば、どこかの市町村の祭りに

補助金を出すというのもあった。全体の話の中

で、一祭りに200万とか300万出してどういう目

的があるのかなと思って、何ぼ前向きに考えて

も、ではその祭りはその補助金がなければやっ

ていなかったかといえばそうじゃない。５年間

で30億ぐらい、それをもうちょっと有効に使う

となれば、復興というのは経済復興というのも

あるのかと。口蹄疫復興のどうもこの名前に、

感じが違うのかなと思いますけれども、来年、

新政権がどうなるかわからんけれども、日本の
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経済にデフレが続いている中で、宮崎県全体の

経済浮揚、もうちょっとそういう視点を変えて、

来年もまた年間５億か６億か、そんな話も、わ

ずかだけど、もうちょっと現況というか、現状

を踏まえながら、体裁はもういいと思う。本当

に今、観光業界もみんな苦しいみたいで、県の

商工観光労働部は、結構お客さんは来ています

よという感じだけれども、全然業界の話と違う

わけ。そこ辺も含めて、口蹄疫―名前を変え

るわけにはいかんけれども、ぜひしっかり現状

と照らして予算なり事業を組んでもらいたいと

要望しておきます。

○松村委員長 ほかにその他ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上をもって農政水

産部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時５分休憩

午後４時７分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてであります。５日の採決

について、午後１時としたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定しま

す。

そのほか、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 以上をもちまして、本日の委員

会を終わります。

午後４時７分散会
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平成24年12月５日（水曜日）

午後１時８分再開

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 後 藤 哲 朗

委 員 福 田 作 弥

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 中 野  明

委 員 十 屋 幸 平

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 河 野 哲 也

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課主査 藤 村 正

議事課主任主事 野 中 啓 史

○松村委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行います。議案の採決に

つきましては、議案ごとがよろしいでしょうか、

一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、第３号、第４号、第15号、第17

号及び第27号について、原案のとおり可決する

ことに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 異議なしと認めます。よって、

各号議案については原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。委員長報告の項目として特に御要望等は

ありませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時９分休憩

午後１時10分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくということで御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 次に、閉会中の継続審査につい

てお諮りいたします。

環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査につきましては、引き続き、閉会中の継続審

査としたいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議ありませんので、その旨、

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時11分休憩

午後１時12分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

次に、１月22日の閉会中の委員会につきまし

ては、その内容を正副委員長に御一任いただく

ということで委員会を開催することに御異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのようにします。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 何もないようですので、以上で

委員会を終了いたします。

午後１時13分閉会


